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令和３年度 自己点検・自己評価表 
弘前学院大学 

１ 理念・目的 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)大学の理念・目

的を適切に設定し

ているか。また、そ

れを踏まえ、学部・

研究科等の目的を

適切に設定してい

るか。 

 

○学部においては、学部、学科、又は課程

ごとに、研究科においては、研究科又

は専攻ごとに設定する人材育成その他

の教育研究上の目的の設定とその内容 

○大学の理念目的と学部・研究科の目的

の関連性 

○Ｓ  

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○適切に設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○社会福祉学部の人材養成の目的その他の教育研

究上の目的を学則に定めている。 

 

 

看護学部 

○教育研究上の目的の設定と内容を議論するため、

2022 年度実施の新カリキュラム改訂についての

議論を開始し、文部科学省へ申請し認可された。 

○大学の理念と関連させた新たな 3 ポリシーを実

習要綱等においても公開し活用している。 

 

文学研究科 

○文学研究科の目的に関しては、明文化している。

2019 年度に見直しを行い、わかりやすくするた

めに表現を一部改めた。 

○大学の理念と研究科の目的が関連するように適

切に設定している。 

 

 

社会福祉学研究科 

○本学には畏神愛人というキリスト教学に基づく

 

○コロナウイルスのような世界的危機に

際しては、諸学を糾合する文学部の理念

が有効であるが、現状では本学におい

て、それが適切に設定されているとは言

えない。 

〇この点は、ロシアによるウクライナ侵攻

という歴史的危機において、さらに重要

となっているが、学部内の動きは鈍い。 

 

○引き続き、学生へのアンケート等を行

い、学生の修学に関するニーズを把握す

るとともに時代の変化と要請に応えた

い。 

 

〇2022 年 4 月より、新しいカリキュラムに

基づいた横断型実習が開始されるので、

実習要項の作成を行う。 

〇2022 年度から開始される新カリキュラ

ムの活動を評価する。 

 

 

○毎年、『大学院要覧』を見直す中で、検証

する。 

 

 

 

 

 

 

○改めた点に関して、引き続き「大学院要



2 

 

理念がある。その理念の基に研究科としての人材 

を養成する目的を掲げている。 

 

※大学の理念・目的は、大学学則第 1 条並びに大学

院学則第 1 条に定めている。 

※大学の理念・目的を礎として、各学部・研究科の

目的を定めている。これらは、ホームページ等で

公表している。 

覧」を見直す中で検証する。 

 

 

※大学の理念・目的、「弘前学院教育方針」

並びに「弘前学院大学教育理念」を定め、

ホームページ等で公表している。 

(2）大学の理念・目

的及び学部・研究

科等の目的を学則

又はこれに準ずる

規則等に適切に明

示し、教職員及び

学生に周知し、社

会に公表している

か。 

○学部においては、学部、学科、又は課程

ごとに、研究科においては、研究科又

は専攻ごとに設定する人材育成その他

の教育研究上の目的の適切な明示 

○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウ

ェブサイト等による大学の理念・目的、

学部・研究科の目的等の周知及び公表 

○Ｓ  

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○適切に明示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

○学生便覧に記載し、毎年度始めの学生へのオリエ

ンテーションで教育目的等を知らしめている。 

○今年度も引き続き、新入生アンケート結果報告、

新入生リトリートの実施による建学の精神の学

び・学修支援の効果に関する調査分析報告、授業

評価アンケート結果報告書、FD 講演会報告書、授

業内容や方法の改善に関する聞き取り調査報告、

社会福祉実習・精神保健福祉援助実習報告書を発

行し、それら刊行物の表紙裏等に建学の精神及び

学部の教育目標を掲げた。 

○ウェブサイトの学部紹介欄にも掲載し、広く社会

に公表している。 

 

○刊行物、ウェブサイト等において公表し

ているが、学生、地域社会に対しては、

十分周知しているとは言えない。なぜな

らば、現在の学生や地域社会はネット環

境によって成立しており、本学ではウェ

ブ環境へのアピールが十分ではないか

らである。この点は昨年度版でも指摘し

たが、その後、電子機器管理センターに

人員配置があって、ソフト面では改善し

た。しかし、ハード面での状況はあまり

好転していない。 

〇2021年度は多少改善したが、根本的な

ものではない。ネットへの広報を専任

とする職員の配置が急務である。 

○引き続き、発行する刊行物には必ず建

学の精神、教育理念、学部の教育目標

を掲げて周知に努めるとともに、ウェ

ブサイトの学部紹介欄を充実する。 
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○授業、特にキリスト教関係の科目において、学生

に、建学の理念について深く教授している。 

 

看護学部 

〇学部教育の目的は、年度当初の学生オリエンテー

ションにて、学部の理念および教育内容および方

法を周知している。 

〇看護学部の教員の人材育成については、FD 委員

会を中心に、定期的に研修会・研究会を開催した。 

 

文学研究科 

○文学研究科の目的に関しては、『大学院要覧』や

リーフレットに掲載するとともに、大学のホーム

ページにおいても公表している。 

○大学院生に対しては、年度始めに開催されるオリ

エンテーションにおいて、学務委員長より伝え

て、周知を図っている。 

 

社会福祉学研究科 

○研究科においては本学の目的の下に学則で教育

目標を定め、教職員及び学生には大学院要覧、ホ

ームページ上に掲載し周知を図っている。 

 

※大学の理念・目的についての教職員や学生への周

知及び社会の公表は、大学案内・募集要項・学生

便覧、大学院要覧、ホームページ、リーフレット

等で適切に行っている。これらは、新入生・在学

生オリエンテーションにおいても周知徹底を図

っている。 

※大学学則、大学院学則等において理念・目的を明

文化している。 

 

 

 

 

〇カリキュラム検討委員会を通して、学部

教育の実態を把握し、課題を整理し、効

果的な課題解決を行う。 

〇大学における看護教育のあり方につい

ては、継続して FD 研修会のテーマとす

る。 

 

○毎年、『大学院要覧』を見直す中で、確認

する。 

 

 

 

 

 

 

○毎年見直しを行い、更新したものをホー

ムページに掲載する。 

 

 

※学生に対する大学の理念・目的の周知に

ついては、左記のほかに礼拝やキリスト

教学等を通してさらに周知徹底を図る。 

 

(3)大学の理念・目

的・各学部・研究科

における目的等を

実 現 し て い く た

め、大学として将

○将来を見据えた中・長期の計画その他

の諸施策を設定 ○Ｓ  

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○中長期計画については、学内にこれのみを扱う独

自の委員会があり、すでに 2 期目の計画案策定が

なされた。大学として将来を見据えていると言え

る。 

 

○文学部については、近い将来のコース制

移行を見据えて、学長の指示の下、新た

に「文学部改革検討委員会」が設置され

た。議論が加速しているところである 
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来を見据えた中・

長期の計画その他

の諸施策を設定し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 〇社会福祉学部中期目標計画(2017～2019 年度)を

作成し、その目標達成に積極的に取り組みほぼ達

成した。 

 〇引き続き、社会福祉学部中期目標計画（2020～

2022 年度）を作成し、新たな目標達成に向け取り

組みを開始した。 

〇3か年計画のうち２年目の目標達成状況の評価書

を作成し PDCA サイクルにより 2022 年度からの

目標値と実施計画の見直しと修正を行った。 

 

看護学部 

〇中長期計画Ⅱ期を作成した。 

○将来を見据えた学部運営を行うため、2 回目のカ

リキュラムの改訂を行い、2021 年度に文部科学

省に申請し承認された。 

 

 

 

 

文学研究科 

○文学研究科の中・長期計画に関しては、研究科長

を中心として将来設計を描いている。教員数、お

よび指導教員数は設置基準を満たしているが、

2019 年度には将来に備えて研究指導教員の増員

について検討を行った。 

 

 

〇文学部改革検討委員会は、委員間の意見

の隔たりが大きく、スムーズな意見集約

に至っていない。そのため、最終的な答

申の前段階として、7 月と 11 月にそれぞ

れ「中間答申」「11 月答申」を出した。

特に、11 月答申は、これによって採用人

事２件を進める根拠となっている。 

 

 

○2021 年度(中期目標最終年)の目標達成

に向けては、PDCA サイクルを念頭に置き

ながら取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇2021 年度から継続した課題は、「魅力的

な学部づくり」である。特に、学部情報

の積極的開示、および魅力的な学部行事

の創設に取り組む。 

○新カリキュラムに基づき、新たな横断型

実習の実習要項を作成する。 

〇新カリキュラムに基づいた科目の活動

評価を行う。 

 

○研究科委員会、および「教育推進会議」

において検討する。 
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社会福祉学研究科 

○研究科の点検・検証だけでなく学部との連携によ

り、その適切性について総合的な検証を行ってい

る。 

 

※「第Ⅱ期中長期目標実施計画（2020 年度～2022 年

度）」を策定し PDCA サイクルで年度毎の目標検証

を行い、各学部・学科の教育質向上に取り組んで

いる。今後第Ⅲ期（2023 年度～2025 年度）を策

定し、教育の質の充実を図る。 

○中・長期の計画については、今後も継続

的に研究科委員会において意見交換を

行っていきたい。また、今後も大学と連

携しながら改善する。 

 

※第Ⅱ期中長期目標実施計画（2020 年度～

2022 年度）」を策定し、２年次を経過し

た。今後、それらの検証を行い次年度の

改善策とする。 

 

 

２ 内部質保証 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)内部質保証の

ための全学的な方

針及び手続きを明

示しているか。 

○下記の要件を備えた内部質保証のため

の全学的な方針及び手続きの設定とそ

の明示 

・内部質保証に関する大学の基本的な考え方 

・内部質保証の推進に責任を負う全学的な組

織の権限と役割、当該組織と内部質保証に

関わる学部・研究科その他組織との役割分

担 

・教育の企画・設計、運用、検証及び改善・

向上の指針（ＰＤＣＡサイクルの運用プロ

セスなど） 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○全学的な組織として「教育推進会議」が 2019 年

度に設定された。これにより、内部質保証に関す

る基本的な考え方、全学的な組織の権限と役割、

役割分担等が明確になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

○「10 年後の弘前学院大学」を見据えた中長期目標

実施計画において、内部質保証のための全学的な 

 

○コロナウイルス 危機の現状に照らし、

教育の企画・設計・運用について、以前

とは全く違うノウハウが必要となっ

た。 

本学では Microsoft Teams を導入し

て、オンライン授業、オンデマンド授業

に備えており、特に文学部においては

その一部が先行的に実施されている。

しかし、その PDCA サイクルの運用ノウ

ハウ等については、まだ十分に明らか

になったとは言えない。 

〇状態としては前年度と同じである。教

員のオンラインスキルは多少上がった

が、十分なものではなく、一部ではある

が全くスキルのない教員もいるため、

内部質保証＝PDCA サイクルの運用に支

障をきたしている。 

 

○教授会において学部長から、改めて内

部質保証に向けた方針と前年度の進捗
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方針を示している。 

○方針に基づき、3 か年の短期目標とその達成に向

けた各年度の学部目標を設定し、ＰＤＣＡサイク

ルにより取り組んでいる。 

 

看護学部 

〇学部教育の在り方については、新カリキュラムプ

ロジェクトにて議論したことで、今後の方向性を

明らかにし、共有することができた。 

〇2021 年度は全ての委員会にて、PDCA サイクルに

則って、適切に活動を運営できていた。 

 

 

文学研究科 

 ○文学研究科では、社会福祉学研究科と連携しなが

ら、教育の企画・設計に取り組んでいる。 

 

社会福祉学研究科 

 〇社会福祉学研究では、社会福祉学研究科と連携し

ながら、教育の企画・設計に取り組んでいる。 

 

 

※内部質保証に関する方針や組織については、2019

年度に、組織化され学長を委員長に「教育推進会

議」を立ち上げている。この会議をとおして、３

つのポリシーをベースに教育の質に関するＰＤ

ＣＡサイクルを回し、教育の充実を図っている。 

 

状況等を報告し、教員の一層の意識化

を図る。 

 

 

 

 

〇PDCA サイクルに則って、すべての委員

会活動を機能させるため、実態を把握

し、計画を立て評価し、次年度以降の活

動に成果をフィードバックする好循環

を作り出してきたので、さらなる発展

を目指す。 

 

 

〇研究科委員会、および「教育推進会議」

において見直しをする。 

 

 

〇研究科委員会、および「教育推進会議」

において見直しをする。 

 

 

※「教育推進会議」については、今年度、

５回実施し、教育の質保証を担保する

ため、教学マネジメント・アセスメント

ポリシーの改定・3 つのポリシー等につ

いて検討・改善を行い大学の教育改革

の推進に当たっている。 
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(2)内部質保証の

推進に責任を負う

全学的な体制を整

備しているか。 

○内部質保証の推進に責任を負う全学的な

組織の整備 

○内部質保証の推進に責任を負う全学的な

組織のメンバー構成 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○教育推進会議のメンバー は学長・学部長・学科

長・事務長を中心に構成されている。  
 

社会福祉学部 

○学部長、学科長、学務主任、学生主任を構成メンバ

ーとする「自己点検・自己評価委員会」を組織し

た。本委員会が内部質保証の推進に責任を負い、学

部内体制を整えている。 

○学部 FD 委員会の機能権限の充実化を図った。 

 

 

看護学部 

〇カリキュラム検討委員会を中心にカリキュラムの改

訂を行う中で、看護学部の教育改革を進めてきた。 

 

文学研究科 

○全学的には、「教育推進会議」が組織されて、

定期的に会議が開催されている。 

○「教育推進会議」は、学長を中心として、大学

院研究科長、学部長、学科長、および担当職員

をメンバーとする。 

 

社会福祉学研究科 

 〇全学的には、「教育推進会議」が組織され、定

期的に会議が開催されている。 

 

※「教育推進会議」の構成は、学長・各研究科

長・各学部長・各学科長・事務長・学務課長と

責任を負う全学的メンバー組織になっている。 

 

 

〇前年度と同一体制。 

 

 

 

○学部長、学科長、学務主任、学生主任に FD

委員長を加えた 5者による体制とし、内部

質保証に責任を負う学部内組織を強化す

る。 

○ＦD 委員会と学務との有機的な結合を行

い、ＦＤの研修と共に、学務の中でも、Ｆ

Ｄによる授業の充実を実現していく。 

 

○2022 年度は、学部内の内部質保証の推

進を新カリキュラム構築等と関連させ

て運営する。 

 

〇「教育推進会議」において、見直しを行

う。 

 

 

 

 

 

〇「教育推進会議」において、見直しを行

う。 

 

※「教育推進会」の構成メンバーに、教育

課程編成の策定を充実させるため、次

年度（令和２２年度）は、大学院・大学

の学務担当委員を入れることにした。 

(3)方針及び手続

きに基づき、内部

質保証システムは

有効に機能してい

るか。 

○学位授与方針、教育課程・実施方針及び

学生の受け入れ方針の策定のための全

学としての基本的な考え方の設定 

○内部質保証の推進に責任を負う全学的

な組織による学部・研究科その他の組織

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○ディプロマポリシー、カリキュラムポリシー、ア

ドミッションポリシーの三つのポリシーはすで

に策定され、公開されている。文学部としては、

精密に作られたカリキュラム自体が、それだけで

 

〇全学的なＰＤＣＡサイクルを機能させ

る取り組みは、2020 年度段階では至っ

ていない。 

○設置計画履行状況等調査等において指
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における教育のＰＤＣＡサイクルを機

能させる取り組み 

○行政機関、認証評価機関等からの指摘事

項（設置計画履行状況等調査等）に対す

る適切な対応 

○点検・評価における客観性、妥当性の確 

 保 

内部の質を保証しうるレベルであると考えてい

るが、加えて点検評価における客観性・妥当性は

複数の担当者 (学部長のほか、各学科の学科長な

ど)による評価で十分に保たれている。 

 

 

社会福祉学部 

 ○地域社会、大学入試制度改革など時代の要請や本

学の建学の精神と使命に基づく、新たな学位授与

方針、カリキュラム編成・実施方針及び学生の受

け入れ方針を立案した。 

○シラバスの作成様式を定め、各授業科目の授業時

間外の学修を含めた教育内容や成績評価基準を

把握しやすくすることで、学生の学修の充実を図

った。 

○カリキュラムマップを作成し、カリキュラムの体

系性や順序性をわかりやすく示すとともに学部

ホームページで公開した。 

○教員の持ちコマ負担の軽減を図った。 

○社会福祉教育研究所の活動実績を所報にまとめ

発行した。 

○これら改善内容については教授会で学部長が報

告しその妥当性を教員間で確認・検証した。 

 

看護学部 

○アドミッションポリシー、ディプロマポリシー、

カリキュラムポリシーは、既に作成し公表してい

るものの、文部科学省の学力の 3 要素との整合

を強化し、本格的に活用している。 

〇学部運営に関して、実習判定会議および保健師課

程選抜、実習の補修等、内規及び細則を作成し情

報共有の仕組みを強化した。 

○学部の学位授与方針、教育課程、実施方針および

学生の受け入れ方針のための検討は、全学で実施

した。 

○看護系大学の基礎教育検討会の報告を受け、実習

摘されたことはない。また、文学部とし

て独立に外部第三者による評価は受け

ていない。  

〇前年度に同じ。なお、直前の項目を参照

のこと。 

 

 

○内部質保証の推進に責任を負う全学的

な組織としては IR室及び全学FD委員会

が設置された。学部と独自に進めているも

のと、全学での取り組みに協力するものと

の整理を行い、具体的な指示を全学 FD 委

員会から受け、取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇PDCA サイクルによる委員会活動をより

一層推進する。活動評価の一環として

学生アンケートを実施し、課題を共有

することにより、課題解決を引き続き

スムーズに行う。 

〇2022 年度は、2021 年度に引き続き、実

習施設と教育の目的・目標を共有し、実

習指導に生かすための教育会議を開催

する。 

〇3 つのポリシーに基づき、学部教育のイ

メージを共有できるよう、積極的に活
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の目的・目標および方法についての実態調査を実

施し、実習要綱を改訂した。これらに基づき、実

習施設との打ち合わせ会議を初めて開催した。 

○学部の各種委員会の所掌事項に基づき、活動内容

を共有できている。 

○カリキュラムマップを作成し、カリキュラムの体

系性や順序性をわかりやすく示すとともに学部

ホームページで公開した。 

○１年生対象の基礎演習において、大学におけるキ

ャリア教育の見通しを示すとともに、看護学部に

おける看護観および倫理観を養う重要性を可視

化できる資料を作成し活用した。 

 

文学研究科 

○全学としての基本的な考え方は設定している。 

○文学研究科では、院生が少数のため、調査や、点

検・評価における客観性、および妥当性が確保し

やすい。 

 

社会福祉学研究科 

 〇全学としての基本的な考え方は設定している。 

 

 

※大学認証評価の基盤となる自己点検・自己評価の 

 充実に努める。 

 

 

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇「教育推進会議」において、適宜見直し

を図る。 

 

 

 

 

〇「教育推進会議」において、適宜見直し

を図る。 

 

※次回の大学認証評価を受けるために、

次年度は、時限立法の新しい組織を設

置し、大学の内部質保証の充実をさら

に深める。 

 

(4)教育研究活動、

自己点検・自己評

価結果、財務、そ

の他諸活動の状況

等を適切に公表

し、社会に対する

説明責任を果たし

ているか。 

○教育研究活動、自己点検・評価結果、財

務、その他の諸活動の状況等の公表 

○公表する情報の正確性、信頼性 

○公表する情報の適切な更新 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○ホームページなどを通じて、すべて公開してい

る。 また、英文日文の両学科とも、独立した学

会誌を刊行しており、教育研究活動は十分に正確

に公表されている。学会誌は年次発行であるの

で、逐次更新される HP とも合わせ、情報は適切

に更新されていると言える。文学の独自企画「表

現技術コンテスト」も、過去数年ぶんの結果を HP

 

○SNS などの積極的な理由を含め、社会に 

対する一層の浸透を図る。 こちらから

情報を提供するプッシュ型のみなら

ず、先方から興味を持って本学 HP に来

訪してもらうプル型にも配慮する。 

○魅力的なコンテンツの配信、検索エン

ジンのヒット上位占有などが目標であ
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上で確認できる。 
 

 

   

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

○社会福祉実習報告書、精神保健福祉実習報告書を

発行し、実習教育の成果を公表した。 

○社会福祉学部研究紀要を発刊した。 

○社会福祉教育研究所所報を発行した。 

○新入生アンケート結果報告書を発行した。 

○新入生リトリートの実施による建学の精神の学

び・学修支援の効果に関する調査分析報告書を発

行した。 

○授業評価アンケート結果報告書を発行した。 

○FD 講演会報告書を発行した。 

○授業内容や方法の改善に関する聞き取り調査報

告書を発行した。 

○ホームページに教員の研究紹介コーナーを作り、 

  公開した。 

○ホームページで社会福祉実習、精神保健福祉実習

に取組む学生の様子を紹介し、実習教育の成果を

公表した。 

 

看護学部 

○ホームページを通して、自己点検・評価結果を公

表している。 

○教員の教育活動は、看護学部の紀要に公開してい

る。 

〇看護学部の学部紹介のスライドを作成し、ホーム

ページにて公開している。 

 

るが、2020 年度段階では十分なレベル

に至っていない。一つには、コロナ対応

で教員の時間と労力を使い切ってしま

った面がある。 

〇コロナ対応で教員の時間と労力を使い

切ってしまった面があるのは前年度と

同じであるが、オンライン授業やリモ

ートワークへの習熟によって、多少は

改善した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○教員の教育・研究活動については、ブッ

クレットを作成し、進学説明会などで

活用しているものの、一層の改善を図

る 
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文学研究科 

 ○文学研究科では、教員は大学のホームページを利

用して、教育研究活動を毎年更新して公表してい

る。大学院生に関しては、弘前学院大学国語・国

文学会に参加して、発表を行っている。また、機

関誌『弘学大語文』に修論の内容を公表している。 

 

社会福祉学研究科 

 〇社会福祉学研究科では、教員は大学のホームペー

ジを利用して、教育研究活動を毎年更新して公表

している。 

 

※自己点検・自己評価については、各学部学科にお

いて協議・検討した結果を委員会に提出し、それ

をベースに十分協議して最終の評価としている。

また、各学部・学科・研究科の教育研究活動や学

校法人の財務状況についてもホームページに公

表をしている。 

 

 

〇研究科委員会、および「教育推進会議」

において見直しを行う。 

 

 

 

 

 

〇研究科委員会、および「教育推進会議」

において見直しを行う。 

 

 

※自己点検・自己評価については、大学ホ

ームページ上で公開しているが、外部

評価を受けていないので、その実施を

含めて、今後の検討課題である。 

(5)内部質保証シ

ステムの適切性に

ついて定期的に点

検・評価を行って

いるか。また、そ

の結果をもとに改

善・向上に向けた

取り組みを行って

いるか。 

○全学的なＰＤＣＡサイクルの適切性、有

効性 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく内部

質保証システムの点検・評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○2019 年度から、新設された教育推進会議が定期

的に点検・評価をし、改善向上に向けた取り組み

を行なっている。  

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○中期目標 2021 年度の中間評価および年度末評価

を実施した。 

○認証評価報告書や自己点検報告書、中期目標 2021

年度の中間評価および年度末評価報告書作成の

ため、学部長・学科長・学務主任・学生主任が毎

月 1 回ペースで検証しつつ、これらの報告書を作

成した。そのため評価結果に基づく改善を速やか

 

○教育推進会議は 2019年度に設立された

新組織であるので、その点検評価結果

をもとに改善・向上に向けた取り組み

を行うようになってから日が浅く、改

善・向上が十分に可視化されていると

はいえない。 

〇コロナ禍で、PDCA サイクルは思うよう

に回らない。 

 

○認証評価対策のための対応をまとめた

報告書、自己点検報告書、中期目標 2021

年度の中間評価および年度末評価報告

書作成のため、学部長・学科長・学務主

任・学生主任が毎月 1 回ペースで検証

することを継続する。 

○検証結果を随時、学部長が教授会で報
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に行うことができた。 

 

看護学部 

○2020 年度は、全学においても PDCA サイクルに則

った活動展開方法が推奨されてきた。看護学部

は、すでに 2017 年度より活動を展開してきたが、

現在では全ての委員会にて PDCA サイクルによる

活動が推進されており、委員会の現状と課題が見

えやすくなっている。 

○中長期計画に基づいた活動は、定期的に開催され

る学科会議にて報告し、成果及び課題を共有して

いる。 

 

文学研究科 

 ○内部質保証の改善・向上に向けて取り組んでい

る。 

 

社会福祉学研究科 

 〇内部質保証の改善・向上に向けて取り組んでい

る。 

 

※内部質保証については、「教育推進会議」におい

て不定期ではあるが点検・評価を行い、PDCA サイ

クルを駆使して教育改善に努めている。 

 

告して客観的な検証に努める。 

 

 

○学部運営が PDCAサイクルに則り行われ

ていくことにより、活動が理解しやす

くなり、より一層の成果が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇「教育推進会議」において、適宜見直し

を図る。 

 

 

〇「教育推進会議」において、適宜見直し

を図る。 

 

※「教育推進会議」を年５回実施して、内

部質保証の担保に邁進している。 

 

 

３ 教育研究組織 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)大学の理念・目

的に照らして、学

部・研究科、附置

研究所、センター

その他の組織の設

置状況は適切であ

○大学の理念・目的と学部（学科又は課程）

構成及び研究科（研究科又は専攻）構成

との適合性 

○大学の理念・目的と附置研究所、センタ

ー等の組織の適合性 

○教育研究組織と学問の動向、社会的要

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○学部および学科の構成について、適切であると考

えている。新カリキュラムによって、学問の最新

動向にも十分配慮している。 社会的要請への配

慮も、可能な限り行っている。  

 

 

○コロナウイルス危機のような状況下にお

いては、文学部の最新のカリキュラムを

以てしても、十分とは言い切れない。国

際的環境等への配慮については、特に議

論したことがなかったが、コロナウイル
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るか。 

 

請、大学を取り巻く国際的環境等への配

慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 
 ○ディプロマポリシー・カリキュラムポリシーと各

教科科目との関連を明記したシラバスに改善し、
周知を図る態勢を築いた。 

○社会福祉教育研究所長の指示の下、業務内容の見
直しと研究所報の発行を行った。 

 
看護学部 
○厚生労働省の指定規則の改訂に基づき、新たなカ

リキュラムを構築するため、社会の看護ニーズに
沿った議論を行い、文部科学省からの承認を得
た。 

 
 
 

文学研究科 

 ○大学の理念に照らして、文学研究科の設置状況は

適切である。 

○今日の大学を取り巻く状況への配慮から、研究科

間の垣根を越えて学際的な共同研究を実施して

いる。「デス・アゴラ」という研究チームを設け

て、現代における死の問題を取り上げて、多角的

に探究を行っている。 

 

社会福祉学研究科 

 ○3 つのポリシーに従って、シラバスを改善し、周

知を図る態勢を築いた。 

ス によって虚をつかれた感がある。文学

部では感染症の蔓延に対して、早くから

危機感を持ち、万一の場合に備えてきた

が、それでも十分とはいえなかった。、 

〇前年度に引き続き感染対策に明け暮れた

感がある。感染症と文学には重大な関連

があるが（カミュ、トーマス・マン、谷崎

潤一郎など）、本学では今のところ、社会

的要請に対して、それを十分にアピール

できていない。 

 

○社会福祉教育研究所の規程を見直し、役

目の終わった事業の廃止と必要な事業の

企画といった運営の見直しを図る。 

 

 

 

〇新カリキュラムの実施に伴い、今後は教

育評価を推進する。 

〇臨地実習に関しては、実習施設と教育の

目的・目標を共有し、成果を生み出す教

育実践が可能となるよう教育会議を開催

する。 

 

 

○毎年、研究科委員会においてその適切性

を点検する。 

 

 

 

 

 

 

 

○毎年、研究科委員会において、確認・見

直しを行う。 
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※大学の附属研究所である「地域総合文化研究所」、

「社会福祉教育研究所」では、大学の理念・目的

を基盤として、「地域学」（今年度第十八巻目）な

どを刊行し、十分その目的を果たしている。 

※各研究所の活動が適切に活動できるよう

に財政面を含めて支援を図り、地域貢献

を促進する。 

(2)教育研究組織

の適切性につい

て、定期的に点検・

評価を行っている

か。また、その結

果をもとに改善・

向上に向けた取り

組みを行っている

か。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・

評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○組織の適切性については、カリキュラムの改変時

にコース制について検討するなど、適切に点検し

ているが、極めて厳密な言い方をすれば、これを

以てしても、定期的な点検・評価を行っていると

までは言えなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
社会福祉学部 
 ○教授会、学務委員会等各種委員会等の運営体制

が適切に整備されている。また、計画、実施、
評価（記録）の資料が整備され、必要に応じた
改善を行っている。 

○研究業績を学部紀要に掲載すると共に、社会福祉
教育研究所所報に社会貢献活動紹介の項を設け
ることで、教員の研究業績紹介を今年度も継続し
た。 

○ホームページに研究業績紹介欄を新たに作り、広
く一般市民向けにわかりやすく教員の研究業績
を紹介した。 

 

看護学部 

〇教育研究組織については、2017 年度より新カリ

キュラムの検討に際し、実態を調査し、それらに

基づき、適切に点検・評価が行われるような組織

改編への取り組みを行っている。 

 

○2021 年度から、学長の指示の下、「文学部

改革検討委員会」が発足し、コース制に

ついて、今までとは次元の違うスピード

で議論が進むものと期待されている。  

〇「文学部改革検討委員会」では、委員間

の意見の隔たりが大きく、２０２１年度

中に最終答申を出すには至らなかった。

しかし、７月には「中間答申」を、１１月

には「十一月答申」を上程し、将来へ向

けての一定の道筋は示すことができた。

現にこの答申に基づいて公募採用人事が

２件実行され、２０２２年４月および５

月に、それぞれ１名が着任する予定であ

る。 

 

○教授会に各委員会が担当する業務課題を

報告し、分野横断的な対応・改善を図る

ための協議を行うことを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇2022 年度より、入学前課題の自己評価を

基礎演習につなげて活用するため、ルー

ブリックについて研修会を実施する。 
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〇厚生労働省の指定規則に基づいた教育研究組織

の適切性については、議論した。 

〇021年度の入学前課題の評価について、新たな自
己評価方法（ルーブリック）を導入した。 

 

文学研究科 

 ○教育研究組織の適切性に関しては、教員組織の点

検とともに行ってきた。指導教員の増員に関して

など、見直しを行っている。 

 

社会福祉学研究科 

 ○社会福祉学研究科の紀要を毎年発行し、大学院生

に発表の機会を与え、その学業の向上に努めてい

る。 

 

※各学部・学科・研究科の研究業績については、年

度ごとに各教員が研究科長・学部長に提出し教育

研究の質向上に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

〇研究科委員会、および「教育推進会議」

において、組織に関して検討を行う。 

 

 

 

○大学院紀要参照。 

 

 

 

※教員の研究業績一覧については、ホーム

ページにて公表している。ただし、研究

業績については、外部評価を受けていな

いので今後の検討課題である。 

 

 

４ 教育課程・学習成果 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)授与する学位ご

とに、学位授与方針

を定め、公表してい

るか。 

○課程修了にあたって、学生が修得する

ことが求められる知識、技能、態度等、

当該学位にふさわしい学習成果を明示

した学位授与方針の適切な設定及び公

表 

学士課程・修士課程・博士課程の教育

目標の明示 

 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

○ディプロマポリシーとして、完全に明示され、公

表されている。 学生便覧、ホームページにも記

載されている。 

 

 

社会福祉学部 

○学位授与方針を学則で示すとともに、学生便覧、

ホームページなどにも掲載している。 

○学位授与方針は、2021 年度入学生より適用した

新カリキュラムに対応した。 

 

 

○学生、保護者、高校教員などへの浸透は

十分とはいえない。SNS 等の積極的な理

由を含め、社会への一層の浸透を図る。  

〇前年度と同じであるが、ホームページは

洗練されてきた。 

 

○学位授与方針(ディプロマポリシー)、教

育課程編成（カリキュラムポリシー）を、

学生募集要項やホームページ等で引き続

き広報する。 
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看護学部 

〇2020 年度に、アドミッション・ポリシー、ディプ

ロマポリシー、カリキュラム・ポリシーと 3 つの

学力のとの整合性を検討し、ポリシーを積極的に

活用している。 

〇カリキュラム検討委員会にて、主に実習科目につ

いて科目ごとに「知識・技能・態度」を、どのよ

うに育成するかについて議論を深め、新しい科目

構成に反映した。 

 

文学研究科 

○文学研究科では、学位の授与に関する学則をもと

に、すでにディプロマポリシーとして明文化し

た。2019 年度には見直しを行い、大学の理念にあ

った表現を加えて、より適切なものにした。これ

は、『大学院要覧』、および大学ホームページにお

いて公表している。また、大学院生には、学年最

初のオリエンテーション時に学務委員長より周

知をはかっている。 

 

社会福祉学研究科 

○学位授与規則を定め、ディプロマポリシー（学位

授与の方針）を大学院要覧、ホームページ上で公

表している。 

 

※ディプロマポリシー（DP：卒業認定・学位授与の

方針）を学生便覧・大学院要覧に掲載し、学生に

周知している。また、大学学則・大学院学則に学

位授与を定め、DP 及び学則ともにホームページ

に公表している。 

 

 

○2021 年度は、高校生および高校教育向け

の説明会等において、アドミッション・

ポリシーを活用して教育目標を説明す

る。 

 

 

 

 

 

 

○大学との接続を考慮しながら、毎年、学

務委員会、および「教育推進会議」にお

いて見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ディプロマポリシー（DP）については、

カリキュラムポリシー（CP）、アドミッシ

ョンポリシー（AP）との 3 点セットで入

学から卒業までの過程を適切に定めてお

り、学位に相応しい人物を輩出している。 

 

(2)授与する学位ご

とに、教育課程の編

成・実施方針を定

め、公表している

か。 

○下記内容を備えた教育課程の編成・実

施方針の設定及び公表 

・教育課程の体系、教育内容 

・教育課程を構成する授業科目区分、授

業形態等 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○教育課程の編成実施方針はすでに定め、公表して

いる。 これに加えて、2019 年度内に科目ナンバ

リング、カリキュラムマップを完成し、公表した。 

 

 

〇前年度と同じであるが、ホームページは

洗練されてきたので、公表に実があがっ

てきた。 
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○教育課程の編成・実施方針との適切な

関連性 

社会福祉学部 

 ○教育課程の編成・実施方針を学生便覧、ホームペ

ージの学部紹介欄に記載して公開している。 

○カリキュラムマップとカリキュラムツリーをホ

ームページの学部紹介欄に記載して公開した。 

○社会福祉士養成指定校規則、精神保健福祉士養成

施設設置運営に関わる指針にのっとり授業科目

区分、授業形態等の体系を整え教育活動を実践し

た。 

 

看護学部 

○教育課程の編成・実施方針を学生便覧、ホームペ

ージの学部紹介欄に公表している。 

○カリキュラムマップをホームページの学部紹介

欄に公表している。 

○カリキュラム検討員会にて、新しい教育課程を、

文部科学省へ申請し、2022年 3 月に承認された。 

○カリキュラム改訂に向け、主に「初年次教育の体

系化」「実習の改革」に取り組んだ。 

 

文学研究科 

○文学研究科では、教育課程に関する学則をもと

に、すでにカリキュラムポリシーとして明文化し

た。これは、『大学院要覧』、および大学ホームペ

ージにおいて公表している。また、大学院生には、

学年最初のオリエンテーション時に学務委員長

より周知をはかっている。 

 

社会福祉学研究科 

○社会福祉学研究科の教育課程は、カリキュラムポ

リシーに則したものとなっている。毎年研究科委

員会で協議され、その結果は大学院要覧、ホーム

ページで公表し、オリエンテーション等で学生に

説明をしている。 

 

※カリキュラムポリシー（CP：教育課程編成・実施

 

○社会福祉士・精神保健福祉士養成校に係

る法令の変更に注意しながら、基準通り

の授業科目区分、授業形態等の体系を整

えられるよう常に検証していく。 

 

 

 

 

 

 

○2022年 4月からの新カリキュラムの実施

に向け、新たな実習要項を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大学との接続を考慮しながら、毎年、学

務委員会、および「教育推進会議」にお

いて見直しを行う。 

 

 

 

 

 

○毎年、大学院学務委員会を中心に見直し

を行う。 

 

 

 

 

※カリキュラムマップ、ツリー、ナンバリ
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の方針）を適切に定めホームページに公表してい

る。 

ングについては各学部・学科で作成し、

HP に公表し活用している。 

 

(3)教育課程の編

成・実施方針に基づ

き、各学位課程にふ

さわしい授業科目

を開設し、教育課程

を体系的に編成し

ているか。 

○各学部・研究科において適切に教育課

程を編成するための措置 

・教育課程の編成・実施方針と教育課程

の整合性 

・教育課程の編成にあたっての順次性及

び体系性への配慮 

・単位制度の趣旨に沿った単位の認定 

・個々の授業科目の内容及び方法 

・授業科目の位置付け（必修、選択等） 

・各学位課程にふさわしい教育内容の設

定 

<学士課程> 

初年次教育、高大接続への配慮、教養

教育と専門教育の適切な配置等 

<修士課程> 

 コースワークとリサーチワークを適切

に組み合わせた教育への配慮等 

・学生の社会的及び職業的自立を図るた

めに必要な能力を育成する教育の適切

な実施 

 

 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○文学部では、数年に一度、カリキュラムの見直し

を行なっている。伝統的に、見直しの都度、独立

の「カリキュラム検討委員会」が設置されるが、

この委員会は、場合によっては学科再編を提言で

きるほどの権限を与えられている。これによっ

て、一切のしがらみに囚われることなく、適切に

教育課程を編成することができているのである。

現在のカリキュラムは 2018 年度から進行中で、

2021 年度で完成年次を迎える。 

○2018 年度から年次進行中の新カリキュラムにお

いては、教育課程が精密かつ体系的に編成され

ている。初年次教育、高大接続、教養教育と専

門教育の適切な配置等についても、十分配慮し

ている。 

たとえば、文学部においては、系列校である

聖愛高校との間に、高校在学中に大学の講義を

受講できる（入学した場合には単位となる）

「弘学ブリッジ」制度を持っており、高大接続

への配慮の一環でもある。また、弘前大学との

間には単位互換制度があり、これも一定の実績

がある。 

現在のカリキュラムは、教養教育と専門教育を

適切に配置し、これらを有機的に結合した自由度

の高いもので、この規模の大学のものとしては日

本の最高峰にあると自負している。 

 

社会福祉学部 

 ○高大接続への配慮としてはオープンキャンバス

模擬授業通じて喚起すると共に総合型選抜入試

合格者等に入学前課題を出し添削指導を行って

サポートしている。 

○総合型選抜入試合格者に対して行っている入学

 

○2021 年度から、文学部改革検討委員会が

発足し、教育課程編成が抜本的に見直さ

れて行く予定である。 

〇文学部改革検討委員会は、最終答申まで

至っておらず、改革がなお途上にあると

はいえ、現行のカリキュラムは優れたも

ので、学位過程にふさわしい科目を開設

し、教育課程を体系的に編成しているこ

とは疑いようのない事実である。なお３

-（２）の項目を参照。 

〇本学文学部学士課程における初年次教育

への配慮、高大接続への配慮、教養教育

と専門教育の適切な配置は、この規模の

大学のものとして国内最良のものの一つ

であると確信している。しかし、コロナ

禍で、その機能の有力な部分（例えば高

校との接続の一部を担う「弘学ブリッジ」

や国立大学との単位互換制度）を相当程

度削られてしまっていることは認識しな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

○初年次教育の積み残し部分を埋めるため 

の 2 年生の基礎演習Ⅱの教育が始まって 

５年目を迎える。基礎演習Ⅰと基礎演習

Ⅱの担当者の情報交換会を開いて、その

連動制を高めることで、思考力、判断力、 
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前課題を、入学後の学修により強く関連する 

内容となるように見直し、「文章作成の基本」の

課題冊子を導入して改善した。 

○初年次教育として基礎演習Ⅰにおいて学部発行

の学士力向上ガイドブックを用いてレポートの

書き方等を指導している。また、広い教養を身に

付けさせるためヒロガク教養講話に参加させ他

学部の学生と共に「地元に密着した有益情報を有

する講師陣から教養知識を学ぶ」機会を提供して

いる。 

○社会福祉実習および精神保健福祉実習などにお

いて、学生の社会的及び職業的自立を図るための

教育実践を行っている。 

 

看護学部 

〇文部科学省に対し、新カリキュラムの教育課程の

申請をし、2018 年 10 月と 2021 年 3 月に承認を

得た。、その結果、2019 年 4 月より、学位課程に

ふさわしい新教育課程を開始した。 

〇教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性に

配慮して、2022 年度の改訂に向け新カリキュラ

ムを策定し、文部科学省の承認を得た。 

〇厚生労働省より指定規則の改訂が示されたので、

単位制度の趣旨に沿った単位の認定、個々の授業

科目の内容及び方法、授業科目の位置付け（必修、

選択等）、各学位課程にふさわしい教育内容の設

定については、新カリキュラムの策定の段階で検

討した。 

〇学部教育の順序性に関しては、新カリキュラム改

訂の中で検討し、カリキュラム改定に反映した。 

〇教養教育と専門教育のバランスと配置について

検討し、新カリキュラムに反映した。 

 

文学研究科 

○文学研究科では、カリキュラムポリシーに示した

ように、学位課程にふさわしい授業科目を開設

表現力等、学生一人一人が学士力に相応 

しい能力と技能を身につけられるよう、

基礎教育科目の充実化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○初年次教育については、学部教育の中で

体系化する。 

○教育課程の編成においては、2022 年度か

ら新カリキュラムに基づき、実習体制の

改革を実施する。 

○授業科目に適切な番号を付し分類するこ

とで、学修の段階や順序等を表し、教育

課程の体系性を明示する仕組みを作成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○毎年、学務委員会において『大学院要覧』

を見直す中で検証する。 
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し、体系的に学べるように編成している。 

○文学研究科では、コースワークとリサーチワーク

を適切に組み合わせた教育を行っている。コース

ワークが計 22 単位、リサーチワークが計 8 単位

として、バランスが適切になるようにしている。 

〇2020 年度に履修モデルを作り、大学院生が授業

科目を体系的に履修できるように配慮している。 

 

社会福祉学研究科 

○カリキュラムポリシーに示されるように、特論科

目で理念に基づき洞察力を高め、実践的経験を理

論に統合する実習科目と、仮説・調査・検証の過

程を展開する研究活動を主とする演習科目をと

おして、学修と研究がスムーズに行えるよう編成

している。 

 

※カリキュラムポリシーに基づき、各学部・学科・

研究科は各学位課程に相応しい講義科目を設定

し、教育実践を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○引き続き、大学院学務委員会を中心に「大

学院要覧」を見直す中で検証する。 

 

 

 

 

 

※カリキュラム編成にあたっては、常に時

代の要請に応えることを念頭に置きなが

ら策定し、各学位に相応しい科目を設定

し教育実践を行っている。 

(4)学生の学習を活

性化し、効果的な教

育 を 行 う た め の

様々な措置を講じ

ているか。 

○各学部・研究科において授業内外の学

生の学習を活性化し効果的に教育を行

うための措置 

・各学位課程の特性に応じた単位の実質

化を図るための措置（１年間又は学期

ごとの履修登録単位数の上限設定等） 

・シラバスの内容（授業の目的、到達目

標、学習成果、学習成果の指標、授業

内容及び方法、授業計画、授業準備の

ための指示、成績評価方法及び基準等

の明示）及び実施（授業内容とシラバ

スの整合性の確保等） 

・学生の主体的参加を促す授業形態、授

業内容及び授業方法 

<学士課程> 

・授業形態に配慮した１授業あたりの学

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○1 年間の履修登録単位数上限を設定している。

（CPA 制。現在は上限 48 単位） 

 ○最低修得単位数を設定している。（現在 12 単位未

満は原級に留め置く）  

 ○現行のシラバスは、授業の目的、到達目標、学習

成果、学習成果の指標、授業内容及び方法、授業

計画、授業準備のための指示、成績評価方法及び

基準等の明示について、すべて満たしている。 

 ○授業形態、授業内容及び授業方法についても、十

分に配慮されている。 授業形態により、学生数

を制限しているものもあるが、適切な履修指導を

するためである。各学年の担当教員（本学の他学

部で「チューター」と呼んでいるものに相当する。

文学部では伝統に則り「学年担当」と呼称してい

る）により、履修指導は適切に行われている。 

 

○コロナウイルスなど、感染症危機下にお

けるオンライン授業の取り組みは、いま

だ不十分であると言わざるを得ない。 

〇前年度に同じであるが、教員のオンライ

ン授業やリモートワークへの習熟によっ

て、多少は改善した。 
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生数 

・適切な履修指導の実施 

<修士課程> 

・研究指導計画（研究指導の内容及び方

法、年間スケジュール）の明示とそれ

に基づく研究指導の実施 

 

社会福祉学部 

○公欠扱いなどの配慮をして学外での学びについ

ても推奨している。 

○社会福祉士養成や精神保健福祉士養成に係る指

定科目が多く、他大学との単位互換や、学生主体

の学外での学修など困難な現状を打破できてい

ない。 

○履修上限（48 単位）を設け、学務課職員によるチ

ェックを行っていることから制限以上の履修登

録をする者はいない。 

○シラバスの精粗については学部長・学科長・学務

主任が科目ごとに確認し、必要に応じて学部長か 

ら改善勧告を出すシステムを作っている。 

○授業形態に配慮した 1 授業あたりの学生数につ

いても、社会福祉士・精神保健福祉士養成施設と

しての関係法令に則り、適切に対処し少人数教育

を実践している。 

 

 

看護学部 

○履修上限を設定し、前年度不合格となった科目の

再登録が可能になるように、56 単位までを履修

可能な単位数とし適正化した。 

○学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容およ

び授業方法について、FD 委員会が研修会を開催

し、教授方法・内容を考える機会を設けた。 

○大学として、シラバスの様式を変更したため、授

業の内容、到達目標、授業計画の関連を理解しや

すくなるよう配慮した。 

○定期試験の不正行為を未然に防ぐためのガイド

ラインを作成し、試験監督などの対応を徹底し継

続した。 

○各学年に対し、学務担当教員により、履修指導は

適切に行われている。 

 

 

 

○シラバスの精粗チェックを FD 委員会の

協力を得て実施する。 

○引き続き、社会福祉士・精神保健福祉士

養成施設としての関係法令に則り、1 教

室当たりの授業人数調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○FD 委員会を中心に、授業運営に関する研

修会を継続して実施する。 

○指定規則の改定による新たな実習体制を

構築する。 

○実習改革において、学部主催の「実習教

育会議」の開催、看護領域間の実習要項

の整合性の確保、「実習運営内規の作成」

を目指す。 

○定期試験の不正行為を予防するため、ガ

イドラインの周知徹底を図り強化する。 
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文学研究科 

○文学研究科では、コースワークとリサーチワーク

を組み合わせカリキュラムにしている。バランス

よく配置し、大学院生が主体的に授業に参加でき

るようにしている。 

○シラバスでは、授業の目的、到達目標、授業内容

および方法、成績評価方法、基準などをきちんと

示している。 

〇コースワークにおいてもディスカッションなど

を適宜取り入れるようにしていて、大学院生の主

体的な学びにつながるように配慮している。 

〇研究指導計画については、『大学院要覧』に掲載

するとともに、学年初めのオリエンテーションに

おいて、学務委員長が大学院生に示している。ま

た、指導教授が必修科目の「課題研究」において

指導を行い、徹底を図っている。 

 

社会福祉学研究科 

○遠距離通学学生、とりわけ県外通学生の便宜を図

るために、目下のところ全授業科目の集中講義化

を行っている。 

○修論作成のための研究指導スケジュールは、大学

院要覧に明示しており、指導内容に関しては文書

で経過報告を提出させ、研究成果の確認を行って

いる。 

 

※文学部・社会福祉学部・看護学部ともに、年間の

履修上限を 48 単位としている。 

 

○毎年、学務委員会を中心として、『大学院

要覧』を見直す中で検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇オンラインを利用し、遠距離通学学生と

さらなる緊密なやり取りが可能となるよ

う体制を整える。 

 

 

 

 

 

※年間の履修上限単位に現在、資格取得単

位が含んでいないので今後検討課題であ

る。また、次年度から成績優秀者（前年

度 GPA が 3.0 以上の場合）の履修上限取

得単位を最大５２単位にすることにし

た。 

 

(5)成績評価、単位

認定及び学位授与

を適切に行ってい

○成績評価及び単位認定を適切に行うた

めの措置 

・単位制度の趣旨に基づく単位認定 

 

 

 

文学部 

○単位制度の趣旨に基づき、厳密な単位認定を行っ

ている。 

 

○GPA の導入から 4 年を経過しておらず、

成績評価の客観性厳格性を担保する（外
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るか。 ・既修得単位の適切な認定 

・成績評価の客観性、厳格性を担保する

ための措置 

・卒業・修了要件の明示 

○学位授与を適切に行うための措置 

・学位論文審査がある場合、学位論文審

査基準の明示 

・学位審査及び修了認定の客観性及び厳

格性を確保するための措置 

・学位授与に係る責任体制及び手続の明 

 示 

・適切な学位授与 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

○学位論文の審査は、主査 1 名に副査 1 名以上が必

ずついて行われることになっているので、客観性

と厳格性は十分に保たれている。手続きと責任体

制も明らかである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

○単位未修得者が多い科目、そうではない科目のば

らつきが生じている。 

○各教科科目とディプロマポリシー・カリキュラ
ムポリシーとの関連の明示について教員間で一 
定の共通理解を図っている。シラバスにおける
具体的な表記は、学務課から提示されている。 

○編入生の卒業校等で取得済みの単位の認定につ
いては、学務委員会での慎重な原案作成と教授
会の議を経てこれまで適切に行っている。 

○4年生ガイダンス及び掲示場などでの卒業要件の
明示を行い注意喚起し、必要な学生を呼びだし
個別に学業督励を行っている。 

○学位授与については教授会において、学務委員会

が卒業判定のための資料作成と原案提示を行い、

授与方針に照らして厳格に審議を行っている。 

部に説明しうる）情報が集まりきってい

るとまでは言えない。これは令和 2 年で

完成年次を迎えるため、情報収集と分析

が完成する予定である。また、令和 3 年

度（2021 年度）からは IR 室が完全稼働

すると期待されており、その場合、成績

評価、単位認定、学位授与の適切性が数

値化されて明らかになるものと思われ

る。 

○学位論文【学部においては、卒業論文】

の審査基準自体は、必ずしも全員におい

て一致しているわけではなく、学生に対

して明示されていないケースもあったの

で、2020 年度を目処に、ルーブリックを

作成・利用する予定であったが、コロナ

対応に追われて達成できなかった。 

〇ルーブリックの導入に至っていない点な

どは前年度に同じであるが、教員間の連

絡、意思疎通にオンラインを適宜取り入

れることによって、コロナ禍とはいえ、

順次改善されている 

 

○科目ごとの単位取得状況、未修得者の数

などを組織的（学務委員会において）に

点検・把握するシステムを整え、結果を

学部長に報告する。その上で改善方法に

ついて学部長が授業担当者と協議し、改

善策をとる。各学年末での追試験あるい

は補習授業の実施も検討する。 

○FD委員会においてシラバスの評価方法お 

よび評価基準を明示しているか総点検し

て学部長に報告する。その上で、学部長と

シラバスを作成した教員が是正と改善方

法について協議する。 
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看護学部 

○成績評価および単位認定の条件はシラバスで公

表し、それらに基づいて適性に対応できている。 

○学位審査は、学務委員会にて組織的にかつ適正に

審査し、決定をしている。 

○実習は、評価基準を明示し、それらに基づいて成

績を客観的に評価し決定している。 

○実習への参加の可否を判定するための、「実習判

定会議」の仕組みを検討し、2020 年度から実施し

た。 

○実習における成績評価、単位認定を適切に行うた

め、細則の合意と運用を検討した。 

○実習における再実習と追実習に関して議論し、申

し合わせ事項を作成した。 

○実習判定会議を開催し、実習の可否に関する適切

な判定が行われるよう、組織的な対応をした。 

○保健師課程の学内選抜において、成績評価の客観

性、厳格性を担保するために、GPA を導入した細

則を作成し、学生の選考にて活用した。 

 

文学研究科 

○文学研究科では、『大学院要覧』に「修士論文の

査定と合否」を載せていて、その査定の基準を明

確に示している。10 項目をあげているが、2019 年

度に見直しを行い、順番を適切にしたり、わかり

やすい表現にしたりして改善を行った。 

○学位審査の客観性を確保するために、面接試問を

主査と副査といった複数の教員によって行って

いる。また、大学院生に口頭発表を義務づけてい

て、論文の内容が学位にふさわしいかどうか、研

究科教員全員により判定を行っている。 

○学位授与にかかわる責任体制、および手続きは

『大学院要覧』に明示している。 

○大学院生には、学年最初のオリエンテーション時

に学務委員長より周知をしている。また、指導教

授が必修科目の「課題研究」において指導を行い、

 

○厳正な成績評価を実施できるよう、客観

的な基準に基づき評価できるよう、継続

した対応を実施していきたい。 

○成績評価における学修成果を総合的に判

断する指標として GPA を採用し、適正な

対応を行いたい。 

○実習の成績評価、単位認定を適切に行う

ため、全領域の実習要項を標準化し、評

価基準を明確にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○毎年、学務委員会が見直しを行うことに

する。 
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徹底を図っている。 

 

社会福祉学研究科  

○成績評価と単位認定はシラバスに明記している。 

○修士論文は、面接試問及び論文査定の評価基準を

明らかにしながら評価を行い、適切な学位授与に

努めている。 

 

※成績評価に GPA は活用しているが､卒業認定や進

級条件に適切には定めていない。 

※単位認定・学位授与については、厳格な規程を定

めて実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2022年度から進級要件に GPAを活用する

ことにした。なお、今後は卒業要件への

導入を検討中である。 

 

(6)学位授与方針に

明示した学生の学

習成果を適切に把

握及び評価してい

るか。 

○各学位課程の分野の特性に応じた学習

成果を測定するための指標の適切な設

定 

○学習成果を把握及び評価するための方

法の開発 

《学習成果の測定方法例》 

・アセスメント・テスト 

・ルーブリックを活用した測定 

・学習成果の測定を目的とした学生調査 

・卒業生、就職先への意見聴取 Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

○学習成果の測定を目的とした調査を卒業時に行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○社会福祉実習、精神保健福祉実習の履修要件を適

用したことで 1,2,3 年生の各授業科目への学習

意欲に真剣さが増した。特に、実習・演習科目に

おいては、毎週の課題を提示し、その評価基準を

設け、一定の基準の下で、グループに分かれても

評価できるようにした。 

○学習成果を把握及び評価するための方法の開発

として、社会福祉実習履修ファイルを作成し学生

の学びの過程がわかるような教材を作った。 

 

 

○アセスメント・テスト、ルーブリックは

2020 年度段階で、未だ活用されるに至っ

ていない。これらは 2020 年度から開始の

予定であったし、同じく、卒業生、就職

先への意見聴取も 2020 年度から開始さ

れる予定であったが、いずれもコロナ対

応に追われて実施できなかった。 

〇コロナ禍が長引いているため就職先への 

 意見聴取などは全く不可能であり、結果

としては前年度に同じ。 

 

 

○社会福祉実習履修ファイルの使用・実施

効果を検証する。 
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看護学部 

○学生の学習成果を適切に把握し評価することに

関連して、授業評価を実施している。これらの一

部は集団データとしてホームページで公表して

いる。 

○さらに、卒業時に学生を対象にアンケート方式に

より学習環境についての意見を聴取し、環境改善

に役立てた。 

○ルーブリックを活用した測定については、入学前

課題で採用し実施した。 

 

 

 

 

文学研究科 

 ○文学研究科では、学習成果を把握するために、毎

年、大学院生への新入生、および在学生を対象に

してアンケート調査を実施している。結果は研究

科委員会に提出し、その評価を行っている。 

 

社会福祉学研究科 

○ディプロマポリシー（学位授与の方針）に即した

学修成果は、卒業時に行う卒業時アンケートで把

握する。 

 

 

※学修成果を測定するため、2022 年 3 月 11 日に卒

業生アンケート及び学修行動・学修成果アンケー

トを実施した。結果については、2022 年 4 月以

降にホームページに公表予定である。 

 

 

○学生の学習成果の適切な把握および評価

に関しては、今後も継続して評価を行っ

ていく。 

○卒業時にアンケート方式により学習環境

についての意見を聴取し、学部対応を検

証する。 

○学生の学習成果を適切に把握及び評価す

るため、継続的にアンケート方式による

調査を実施し、改善方法を検討したい。 

〇学生の主体性を重視した「ルーブリック」

評価方法を入学前課題と基礎演習と連動

して活用する。そのための研修会を開催

する。 

 

○修了生への聞き取りは未着手である。今

後、取り組みたい。 

 

 

 

 

○毎年、大学院学務委員会を中心に見直し

を行う。 

○学生へのアンケート調査は継続して実施

して、学修成果の改善につなげたい。 

 

※２年～４年の学修成果等の調査について

は、2022 年 4 月２日の在学生オリエンテ

ーションにて実施予定であり、この結果

も卒業生同様ホームページに公表する。 

(7)教育課程及びそ

の内容、方法の適切

性について定期的

に点検・評価を行っ

ているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点

検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

○文学部では不断にカリキュラムの見直しを行な

っているが、4〜5 年に一度は大幅な改訂を行う。

この際には教授会から独立した「カリキュラム検

討委員会」が特別につくられ、場合によっては学

 

○2021 年度から、文学部改革検討委員会が

発足し、全面的な点検評価を行った上で、

抜本的改善を目指していく予定となって

いる。 
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部学科の編成にまで踏み込んだ提言を行うこと

が認められるのが慣例である。 

また、この委員会は学内外の全ての資料情報を

収集閲覧する権限を付与されており、適切な根拠

に基づいて点検評価した上で、改善向上を提言す

る。なお、上記「4 の（3）」を参照されたい。 

 

社会福祉学部 

○授業評価アンケートを実施した。その結果を検証

し、適切な教育課程編成に結びつけている。 

 

看護学部 

○教育課程については、定期試験などを通して、学

修理解度を把握し、測定結果に基づいた適切な対

応を実施した。 

○実習評価については、各領域の実習要項のフォー

マットを統一化し、具体的な評価表の作成などを

議論し、改善した。 

 

文学研究科 

○文学研究科では、新入生、および在学生へのアン

ケート調査を通して、教育課程の内容、および方

法の適切性に関して、点検を行っている。 

 

社会福祉学研究科 

○ディプロマポリシー（学位授与の方針）に即した

学修成果は、卒業時に行う卒業時アンケートで把

握する。 

 

※学修成果の結果は、上記（6）のアンケート結果

を踏まえて、検証を加え授業改善につなげ、適切

な学修教授を展開し学生の知識・学力向上につな

げている。 

 

〇３-(2)および４-(3)と同じ。 

 

 

 

 

 

 

 

○引き続き、授業評価アンケートを継続実

施する。 

 

 

○科目ごとの教育内容および方法は、実態

把握に努める。 

○実習に関しては、文部科学省が作成した

技術項目の卒業時の到達度に基づき、学

部独自の到達度を決定する。 

 

 

 

○今後も学務委員会を中心として、点検・

検証を行う。 

 

 

 

〇学生へのアンケート調査結果をもとに、

学修成果の改善を図る。 

 

 

※学修成果等のアンケートを通しての結果

は、学生の学修内容修得を可視化したも

のであり、教育の改善・実践に大いに活

用できる貴重なデータであり、その活用

をさらに深める。 
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５ 学生の受け入れ 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)学生の受け入

れ方針を定め、公

表しているか。 

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施

方針を踏まえた学生の受け入れ方針の

適切な設定及び公表 

○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方

針の設定 

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求

める学生像 

・入学希望者に求める水準等の判定方法 

 

 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○既に定め、公表している。ただし、入学希望者に

求める学力水準とその判定方法については、完全

に明示的に公表しているとは言えない。（右項目

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○アドミッションポリシーをホームページや入試

要項で公開して広く周知している。高校生進学相

談会やオープンキャンパスではアドミッション

ポリシーを文書と口頭で説明している。 

○障害のある学生の受け入れ方針については「学生

募集要項」で周知し、受験前相談にて個別に丁寧

に対応している。 

 

看護学部 

○学生の受け入れ方針に関連して、アドミッション

ポリシーに基づいて、学生の受け入れ方針を公表

している。 

○全ての入試方法の受験生に対して、学習習慣を継

続させるために、読書感想文などを入学前課題と

して提示し、定期的に事前課題を提出してもらっ

た。 

 

文学研究科 

○3 ポリシーに関しては、すでに明文化している。

 

○2020年度から始まる新入試制度において

は、受け入れ方針の設定が公表される。 

○入学希望者に求める水準等の判定方法に 

ついては、2020 年 6 月までに定め、直ち

に公表する予定であったが、コロナ禍で

本学のみならず、全国の大学で困難が生

じた。本学においても紆余曲折をたどり、

2021 年度入試にたどり着いたが、新入試

制度の求めるところが完全に実現された

とまでは言えない。  

〇2022 年度入試においては、出題等でさら

に新入試制度に対応したが、完全とまで

はいえない。 

 

○引き続き、地道にアドミッションポリシ

ーを学校訪問や広報媒体を使って宣伝し

ていく。 

  

 

 

 

 

 

○入学前課題の目標は、学習習慣を持つこ

とが出来ることから、提出の有無および

内容を評価した。その結果、全ての生徒

から課題の提出が期間内に行われた。 

〇入学前課題の自己評価の結果を基礎演習

においても活用するなど幅を広げた。 

 

 

 

○毎年、『大学院要覧』を見直す中で検証す
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昨年度に、大学の理念との整合性に配慮して、文

言の一部見直しを行った。これは、『大学院要覧』

やリーフレットのほか、ホームページにおいて公

表している。 

○学生の受け入れ方針に関しては、アドミッション

ポリシーに具体的に示している。また、その水準

に関しても明示している。 

 

社会福祉学研究科 

○研究科ではアドミッションポリシーを定め、ホー

ムページや募集要項等で公表し、入学希望者に求

める学力や能力を明示している。 

 

※大学の理念・目的に基づいたアドミッションポリ

シーを定め(AP：入学者受入れの方針)適切に執行

し、本学が求める学生を受入れている。 

  

 

る。 

〇「教育推進会議」でも見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※アドミッションポリシーについては、受

験する生徒にとってその大学を選択する

重要な要素の一つである。その理解力を

増すため高校訪問時等で懇切丁寧に高校

生・教員に説明を行っている。また、大

学便覧・大学院要覧や大学ホームページ

等で公開している。 

 

(2)学生の受け入

れ方針に基づき、

学生募集及び入学

者選抜制度や運営

体制を適切に整備

し、入学者選抜を

公正に実施してい

るか。 

○学生の受け入れ方針に基づく学生募集 

  及び入学者選抜制度の適切な設定 

○入試委員会等、責任所在を明確にした入 

  学者選抜のための体制の適切な整備 

○公正な入学者選抜の実施 

○入学を希望する者への合理的な配慮に 

  基づく公平な入学者選抜の実施 
Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○入試委員会、合同入試委員会などにより、制度 

   は適正に設定されている。 

○入学者選抜は、きわめて厳密、公正である。 

○入学希望者への合理的な配慮にも、欠けるところ

はない。 

 

社会福祉学部 

 ○アドミッションポリシー・各種入試日程や選抜方

法の説明をするために高校訪問し、高校進路相談

会で説明し、オープンキャンパスでも説明して周

知を図っている。 

○学務主任を主務者として入試問題作成と管理を

厳格に行い公正な入試に努めている。 

○合理的配慮を求める受験者対応については申し

 

〇入学者選抜が、きわめて厳密、公正であ

ることは、また入学希望者への合理的な

配慮に欠けることがないこと、いずれも

前年度と同じである。 

 

 

 

○引き続き、高校訪問などを通じて周知を

図る。 

○合理的配慮を求める受験者については、

不公平が生じないように適切に対応をす

る。 
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出により対応している。 

 

看護学部 

○入試委員会・合同入試委員会により、制度は適正

に設定され運営されている。 

○入学者選抜は、新たに編入制度を導入するなど、

多様な選抜方法にて、入学者を適正に選抜してい

る。 

○入学選抜の面接に関しては、「知識・技能・態度

等」に関する評価基準を作成し、実施した。 

 

文学研究科 

○学生募集に関しては、アドミッションポリシーに

基づいて適切に行っている。入試委員会を設け

て、適切に対応している。 

○入学者選抜に関しては、公正な入試を実施してい

る。公平を期すために、教員全員により入学を希

望する者への口頭試問を行っている。 

 

社会福祉学研究科 

○学生募集に関しては、選抜方法を含め毎年検討を

重ね入学制度を整備している。 

 

※各学部・研究科入試委員会にて適切に協議し、最

終的に教授会で合否判定を行っている。 

 

 

 

 

○新入試制度にて、新しい総合型選抜方法

を模索する。 

○転入及び留学生の受け入れを検討する。 

 

 

 

 

 

 

○不公平がないように、入試委員会を中心

として、適切に運営する。 

〇「教育推進会議」でも見直しを図る。 

 

 

 

 

 

○学生募集の広報の改善に努め、本学の学

びについて周知徹底を図る。 

 

※入試業務に関しては、一点の曇りもなく、

厳正に執り行い、公平な入学選抜を実施

している。このため、入試委員会・教授

会の段階を踏んで厳正に合否判定を実施

している。 

 

(3)適切な定員を

設定して学生の受

け入れを行うとと

もに、在籍学生数

を収容定員に基づ

き適正に管理して

いるか。 

○入学定員及び収容定員の適切な設定と

在籍学生数の管理 

<学士課程> 

・入学定員に対する入学者数比率 

・編入学定員に対する編入学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○日本語・日本文学科においては、入学者が定員を

満たしつつある（2021 年度の入学者は、ほぼ定員

を満たす予定）が、英語・英米文学科においては、

なお定員割れが続いている。（2021 年度入学者で

80%程度と推定） 

 ○編入学生数比率は年度毎に上昇傾向にあるが、適

 

〇2022 年度入学者は日本語・日本文学科に

おいては、入学者が定員を満たしつつあ

る（2022 年度の入学者は 46 名）が、英

語・英米文学科においては、なお大幅な

定員割れが続いている（2022 年度入学者

35 名）。 
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  は未充足に関する対応 

<修士課程> 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

正な比率の範囲内にある。 

 

 

社会福祉学部 

 ○編入生試験を実施し 1 人を受け入れた。 

○学年によって在籍学生数にばらつきはあるもの

の、演習(グループ学習)授業ができないほどの低

下は無く、適切な教育環境を維持できている。 

 

看護学部 

○入学定員は 70 名であり、2022 年度は定員を概ね

確保することができた。 

○学部の魅力を作ることと並行して、定員の確保に

向け努力した。 

○教員ごとにブックレットを作成し、とりわけ高校

教員にむけた説明会で配布し、広報活動に活かし

た。 

 

文学研究科 

○大学院生の受け入れに関しては、毎年入学者はい

るものの、定員に対して低い割合となっている。

募集のありかたなど、改善が必要である。 

 

 

社会福祉学研究科 

○入学定員は 10 名で、収容定員 20 名となってい 

 る。在籍学生は 1 名で学生数比率は 5％と非常に

少ない。このため、充足するための方策を検討中

である。 

 

２０２２年度入試結果 

※学部（学科） 

 ①入学定員に対する入学者数比率 ９３．６％ 

  文学部 

  ・英 語・英米文学科     ７０．０％ 

  ・日本語・日本文学科     ９２．０％ 

なお、修士課程については、学部の立場

からはコメントしない。 

 

 

○引き続き、編入試を実施し改善を図る。 

 

 

 

 

 

○70 名の定数を確保するため、継続的して

学部の魅力づくりに向け、多様な対策を

実施したい。 

〇主に県内の高校に向けて、HP にて模擬授

業を PR し、出張講義を増やしたい。 

 

 

 

 

○ホームページのほか、パンフレットやポ

スターなどを用いて、大学院の周知を徹

底させたい。 

〇定員の見直しを「教育推進会議」で諮り、 

 その適性ついて協議する。 

 

○入学定員の見直しも、定員充足の改善策

の一つひとつであり、今後検討が必要で

ある。また、大学院の魅力づくりも必要

である。 

 

 

※学部・学科の入学定員については、現段

階では適切な人数と判断しているが、大

学院（修士課程）については、入学者数

が少ない現状から、定員の抜本的見直し

等が必要である。 
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  社会福祉学部（社会福祉学科）１１０．０％ 

  看護学部（今後学科）    １００．０％ 

 

 ②収容定員に対する在籍学生数比率８５．２％ 

  文学部 

  ・英 語・英米文学科     ６５．５％ 

  ・日本語・日本文学科     ９８．０％ 

  社会福祉学部（社会福祉学科） ９１．０％ 

  看護学部（看護学科）     ８６．４％ 

 

 〇収容定員に対する在籍学生数の未充足（８５．

２％）については、「新戦略会議」、「中長期目

標企画会議」等において戦略を練り、年々充足

率が向上している。 

 〇編入は大学全体で例年１～２名である。 

 ※修士課程 

 ①収容定員に対する在籍学生数比率 

  ・文学研究科    ２０．０％ 

  ・社会福祉学研究科  ０．０％ 

 〇大学院の収容定員に対する在籍数比率は、非常      

  に低いので、募集戦略を含めて将来を見通した

抜本的な改善が早急に必要である。 

(4)学生の受け入

れの適切性につい

て定期的に点検・

評価を行っている

か。また、その結

果をもとに改善・

向上に向けた取り

組みを行っている

か。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検 

 ・評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

  

 

 

 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○入試委員会、合同入試委員会等により、適正に 

   点検評価されている。資料、情報は十分に提供 

  されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○入試形態や実行日時等について、改善は

年毎に不断に行われている。 

○特に、2020 年度からの新入試制度につい

ては長年積み重ねてきた議論が生かされ

るものと期待さたが、コロナウイルスの

蔓延により、理想とした形からは一歩退

いたものとなった。 

〇学生の受け入れとしては適切であるが、

定期的な点検・評価は立ち上がっていな

い。資料・情報を多用するため、対面で

の会議が望まれるが、2022 年３月現在、

コロナ対応のため実行できていない。 
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社会福祉学部 

 ○定員 50 名を各入試形態別で何人ずつ募集する

か、過去の受験者数などの根拠資料と入試委員会

での慎重な検討と、教授会の議（意見提示）を経

て決定した。その結果、適切な入試倍率による募

集に繋がった。 

○学生の受入れの適切性についての点検・評価は、

入試合否判定に係る入試委員会の慎重な検討と、

教授会での審議により、厳格に行われている。 

 

看護学部 

○学生の受け入れのうち、学生数は充足しているも

のの、入学直後に退学する学生がいりことから、、

適切性は保たれていない状況がある。 

 

 

文学研究科 

○学生の受け入れの適切性に関しては、入試委員会

において点検を行っている。前期に入学者にアン

ケートをとり、実態の把握に努めている。 

 

 

社会福祉学研究科 

○入学生アンケートにより、入学者の動機・進路決

定時期等々、あらゆる情報を収集し入学生確保に

取り組んでいる。 

 

※「新戦略会議」や「中長期目標企画会議」等で県

内外の高校生の入試動向の調査や高校訪問など

を通しての適切な資料に基づき、その都度、学生

の受け入れについての戦略を協議し、定員確保に

努めている。 

 

 

○学生の受入れの適切性については、入試

委員会の検討と教授会での審議という二

段構えの手続きで、厳格に行われている

ので継続する。 

 

 

 

 

 

 

○学生の受け入れの適切性については、今

後も継続的に取り組む。 

○入学時に、新入生に対して学生アンケー

トをとり、実態を把握し、学生確保の対

策に活かす。 

 

○学生の受け入れの適切性に関しては、入

試委員会において点検を行っている。前

期に入学者にアンケートをとり、実態の

把握に努める。 

〇「教育推進会議」でも見直しを図る。 

 

 

 

 

 

※本県を含め少子化の影響のため、競合す

る大学の状況調査も含めて、入学生確保

にあたっている。ただし、高校生が何を

大学に求めているか不透明感があるた

め、試行錯誤が続いているのが現状であ

る。そのため、本学の強み（魅力）を積極

的に高校生にオープンキャンパス（LINE

活用含む）や業者主催の入試説明会、高

校教員説明会等で売り込んでいる。 
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６ 教員・教員組織 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)大学の理念・目

的に基づき、大学

として求める 

教員像や各学部・

研究科等の教員組

織の編成に関する

方針を明示してい

るか。 

 

 

○大学として求める教員像の設定 

・各学位課程における専門分野に関する 

 能力、教育に対する姿勢等 

○各学部・研究科等の教員組織の編成に関 

 する方針（各教員の役割、連携のあり方 

 教育研究に係る責任所在の明確化等）の 

 適切な明示 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○求められる教員像、専門分野に関する能力、教育

に関する姿勢などについて、建学の精神に基づ

き、規程により明示されている。 

○役割、連携、責任所在などについても、同規定に

明記されている。  

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○教員定数の基準を満たしている。 

○教授会を通じて科研費申請、地域貢献等に積極的

に取り組むよう学長より経営方針が示され、教員

各自ができる範囲でそれらに取り組んでいる。 

 

看護学部 

○求める教員像は、大学教員・研究者としての資質

を有する者であり、2021 年度に新たに２名の教

員を採用することができた。 

○民主的な運営を可能とする教員組織の育成を目

指し、組織の可視化のため細則・内規の作成を行

った。 

 

文学研究科 

○大学として求める教員像は当学院の『弘前学院大

学規程集』に明示されている。 

○教員組織の編成に関しても『弘前学院大学規程

集』に示されている。 

 

社会福祉学研究科 

○教員組織は大学院要覧に明記し、設置基準に定め

られた数の専任教員で運営している。 

〇求められる教員像、専門分野に関する能

力、教育に関する姿勢などについて、建

学の精神に基づき、規程により明示され

ていること、役割・連携・責任所在など

についても、同規定に明記されているこ

と、いずれも前年度と同じである。ただ

し、教職資格関係委員会については、他

学部との関係（合同委員会との関係）を

含め、その存在基盤が明示されていない

ことが指摘された。これは 2022 年度中

に明澄化する予定である。  

○教授会を通じて科研費申請、地域貢献等

に積極的に取り組むよう学部長・学長よ

り促す。 

 

 

 

○教育・研究者としての資質のある教員を、

引き続き確保し、育成する。 

 

 

 

 

 

 

〇「教育推進会議」でも見直しを図る。 

 

 

 

 

 

○教員組織は、質の保証に関わる重要な要
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※「本学の求める教職員像及び教員組織の編成方

針」を策定しホームページに公表し、適切な組織

運営にあたっている。 

素のため、適切な人員構成を常に心がけ

る必要がある。 

 

※大学の理念等に基づき、教員および職員

組織を編制し、適切に教職協働を実践し

ている。 

(2)教員組織の編

成に関する方針に

基づき、教育研究

活動を展開するた

め、適切に教員組

織を編成している

か。 

 

 

○大学全体及び学部・研究科等ごとの専任 

 教員数 

○適切な教員組織編成のための措置 

・教育上主要と認められる授業科目にお 

 ける専任教員（教授、准教授又は助教） 

 の適正な配置 

・研究科担当教員の資格の明確化と適正 

 な配置 

・各学位課程の目的に即した教員配置（国 

 際性、男女比も含む） 

・教員の授業担当負担への適切な配慮 

・バランスのとれた年齢構成に配慮した 

 教員配置 

○学士課程における教養教育の運営体制 Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

○年齢構成は、2019 年度から 2020 年度にかけて、

退職した 60 代教員に替えて 20 代〜30 代の教員

を複数名、新たに雇用したので、このときに相当

に改善した。2020 年度も基本的には同じである。

すなわち、年齢構成は多少の高齢化が目立つが、

許容範囲である。外国人教員は 24 パーセントで

適切な範囲である。 

  以上を通じて、文学部では、教員は概ね適正に

配置されていると言える。 

  なお、右項目を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○認証評価実地調査での指導を受け、専任教員の受

け持ちコマを週 8 コマ以下に平準化した。 

 ○関係各所からの事務・雑用処理は一部の教員に負

担が集中する状態となっている。結果、教育研究

活動に時間を費やすことのできる教員とそうで

ない教員の格差が拡がった。 

 

 

 

〇適切に編成しているが、文学部の場合、

女性教員は 1 名の退職に伴って、女性の

実数が 2 名に減少、その比率は 10％で、

目標とする 40%にはまだ遠いどころか、

むしろ後退した。この点を含め、2021 年

度からは、新設の文学部改革検討委員会

で議論されることが期待される。 

〇いずれにせよ新規公募の場合は、女性教

員を採用すべく努力する必要があること

は変わらない。(アファーマティブ・アク

ション) また、これ以上年齢構成が高い

方に偏らないよう、新規採用時には若年

層を採用するべきであることも、前年度

までと変わらない。  

〇2022 年度当初に、２名の教員（いずれも

講師、３０代）を新規に採用した。これ

により女性教員比率は 15％に改善した

が、なお目標とする 40％には遠い。 

 

 

 

○年齢や男女構成比など学部専任教員構成

のバランスを引き続き調整する。 

○関係各所からの事務・雑用処理の負担を

分散させる為、事務職員増員・業務効率

化、委員会を現行の 1/3 に削減等の実現

に向けた課題の洗い出しを行う。 
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看護学部 

○教員採用計画を立案し、年次ごとに教員数を確保

している。 

 

文学研究科 

○専任教員数は設置基準を満たしている。指導教員

数も充足している。 

○主要科目においては、専任教員が適切に配置され

ている。 

 

社会福祉学研究科 

○専任教員は、研究科の履修領域の専門領域を十分

満たす教員配置となっている（研究指導教員等は

設置基準を満たしている）。 

 

 

※本学の大学設置基準に定める、大学専任教員数は

49 名であるが、現在専任教員は 52 名在籍し教員

定数は充足をしている。また、各研究科の研究指

導教員（3 名）並びに研究指導補助教員（2 名）

も充足している。 

  

 

 

 

 

 

○教員間の授業担当科目数に顕著なばらつ

きがあり、今後是正の取り組みを行う。 

〇今後も継続した教員採用の取り組みを行

う。 

○将来に備えて、指導教員数の増員を検討

する必要がある。 

 

 

 

 

○大学院の専門分野領域を十分考慮した教

員配置は、欠かせない要素であり、それ

を常に満たすことを注視する必要があ

る。 

 

※適切に専任教員は配置し学生の教育研究

は行っているが、男女比が 67.3％と

32.7％のため、次年度はさらに女子教員

の比率を高めたい。 

※年齢構成については、令和３年度専任教

員の平均年齢は、57.4 歳であり昨年の

56.7 歳に比較して多少高くなっている。

教員の年齢構成をどこに設定するかは、

担当講座等の絡みもあるので難しい点が

あるが、次年度は年齢構成から若手教員

の採用を計画したい。 

(3)教員の募集・採

用・昇任等を適切

に行っているか。 

○教員の職位（教授、准教授又は助教等） 

 ごとの募集、採用、昇任等に関する基準 

 及び手続の設定と規程の整備 

○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等 

 の実施 

 

 

 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

○教員採用については、厳格な規程に基づき、完全

に公明正大な公募を行なっている。2020 年度に

着任した教員 1 名も、このような完全公募によっ

ている。 

 

 

社会福祉学部 

 ○採用、昇任に関する基準及び手続の設定と規程は

         

○昇任についても、過去同様、粛々と厳密

に実行していく。 

〇2021 年度内に昇任人事を１件発議し、実

際に審査委員会を作成して実質審理を行

なった。（業績の一部に未完成の部分があ

ったため審理を中断している） 

 

○学則や採用・昇格の基準に照らし、小委
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整備している。 

○採用、昇格が適当と認められる者がいるときは、

小委員会を設置して、基準に照らして審査選考を

行っている。 

○学部長から小委員会の選考の経過及び結果を学

長に報告し、採用、昇格すべき者を決定した場合

には、その採用、昇格を学長に内申している。 

○専任教員の採用に際しては、教育研究業績・実務

家教員の職務実績を踏まえて教授会での厳正な

審査と承認を経て実施した。 

 

看護学部 

○教員の昇任については、教員資格審査委員会を開

設して審議し、適切に対応している。 

 

文学研究科 

 ○教員の採用や昇任に関しては、当学院の『弘前学

院大学規程集』に明示し、それに基づいて適切に

実施している。 

 

社会福祉学研究科 

○教員の採用、昇格は規程に則り行われている。 

 

※「本学の求める教職員像及び教員組織の編成方

針」や「本学の教育方針及び大学教育理念」に基

づき「本学の教員採用及び昇格の選考に関する規

程」を遵守し、その規程中に選考基準、採用・昇

格手続きを定め、採用等を厳格に実施している。 

員会を設置しての審査選考を継続する。 

○事務・雑用等の処理により学内貢献した教

員への人事評価の仕組みを改善する。それ

に限らず大学運営・経営に貢献した者へは、

昇給・賞与上乗せ並びに昇格によりモチベ

ーションアップを図る体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

○学則や採用・昇格の基準に照らし、教員

資格審査委員会を設置して、審査選考を

継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※教員採用の公募は主に「JREC-IN Portal」

の活用と本学教員による推薦を併用しな

がら行い、多くの応募者の中から本学の

教育理念を理解し、学生の教育に熱心な

教員を採用している。 

(4)ファカルティ・

ディベロップメン

ト（ＦＤ）活動を

組織的かつ多面的

に実施し、教員の

資質向上及び教員

組織の改善・向上

につなげている

○ファカルティ・ディベロップメント（Ｆ 

 Ｄ）活動の組織的な実施 

○教員の教育活動、研究活動、社会活動等 

 の評価とその結果の活用 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○全学 FD 委員会の下に、文学部 FD 委員会があり、

FD の組織的な実施を行っている。 

 

 

 

 

 

○教員の教育活動、研究活動、社会活動等

の評価とその活用の結果については、

2020 年度はコロナ禍のため、十分には

行えなかった。2021 年度はさらに実を

上げていくが、特に、ICT 教育の分野に

ついて、教員間のスキルの差が激しいた
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か。  

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○社会福祉学部主催の FD 研修会を 3 月に高校教員

を招き実施した。また、研修会報告書を作成して

情報を共有した。子供のネット依存の問題を取り

上げ、対面での授業が重要であることを改めて確

認した。 

○専任教員の研究活動実績については社会福祉

学部研究紀要に、自己申告により掲載して公開し

た。 

○専任教員の社会活動については、社会福祉教育

研究所報に掲載して公開した。 

○専任教員の研究紹介コーナーをホームページに

作り公開するとともに、ゼミナール授業の様子

や学生との課外活動の様子をホームページに掲

載して教育活動の PR を図った。 

 

看護学部 

○FD 委員会が年間計画を作成し、本格的に活動を

実施している。とりわけ、2018 年度以降は「大学

における教育とは何か」について、継続的に学ぶ

ことができるようなテーマを設定し、講演会を実

施している。 

○教員の科研費申請状況については、６つの研究が

採用され研究が進んでいる。 

 

 

文学研究科 

○FD 委員会を組織して、学生の資質向上にいかし

め、 これを埋めるべく活動していくこ

とが重要である。 

〇オンライン授業等の実践を通して、教員

間のスキルの差は相当程度に埋まってき

た。しかし、大学における ICT 教育とし

ては、総体としてまだ初歩的なレベルに

とどまっており、さらなる FD はもとよ

り、専任教員個人の研鑽も要請されると

ころである。 

○FD 研修会の開催を継続する。 

○研修会報告書を発行する。また、出席者

全員の感想や受講者アンケート分析から

研修会効果の検証も継続する。 

○専任教員の研究活動、社会活動、教育活

動の実績を公開・PR する機会を着実に増

やしてきたので、それを昇任等の人事考

課に盛り込めるように検討する。 

 

 

 

 

 

 

○教員の資質向上は、継続して取り組んで

いく。 

○看護学部の FD 委員会は、大学の FD 委員

会とも連動して、教育の質の向上に取り

組んでいく。 

○チューター制度に関する意識調査を実施

し、教育方法の在り方について研究的な

視点で検討する。 

 

 

○教員間の資質向上を目指して、研究活動
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ているが、教員の資質向上までにはつなげていな

い。今後の課題としたい。 

 

社会福祉学研究科 

○教員の資質向上のために、専門誌への論文寄稿、

専門書の出版などを推進している。紀要「社会福

祉学研究」第 10 号【2022(令和 4)年 3 月】発刊。 

 

 

 

※毎年、全学教職員（法人本部職員含む）参加の FD・

SD 研修会並びに各学部主催の FD 研修会を実施

し、教育の資質向上に努めている。 

 

 

 

を活性化させる。 

〇指導改善の一環として、「作文・論文指導

の実践例」を発表する。 

 

○大学院「社会福祉学研究紀要」発刊は、

今後も継続を図って行く。 

〇教員全員が参加し、学生個々と対面聞き

取りの方法で授業改善の方策を話し合っ

ている。 

 

※全教職員 100％参加の FD・SD 研修会を目

指しているが、出張や病気・時間帯等の

ためなかなか実現出来ないでいる。ただ

し、8 割以上の出席は毎回確保しており、

最終的にはオンデマンドを導入して100%

の参加率になっている。 

(5)教員組織の適

切性について定期

的に点検・評価を

行っているか。ま

た、その結果をも

とに改善・向上に

向けた取り組みを

行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・ 

 評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○学部長による定期的な点検はあるが、それ以外に

は点検評価を特に行っていない。 

 

 

 

社会福祉学部 

○学部長が必要に応じて各種委員会の委員長より

業務報告を受け全体を把握することとし、また、

「中期目標計画」及び前年度自己点検結果に基づ

く「令和 2 年度課題改善計画」に沿ってビジョン

を示し、各種委員会の委員長に業務を割り当てる

ともに進行についても管理するシステムを構築

しようとした。しかしながら、各種委員会の業務

は煩瑣を極め、実質的な結果を残すまでには至っ

ていない。 

 

看護学部 

○教員組織の適切性について、主に学部長、学科長、

学務主任、学生主任と情報交換をし運営してい

 

○本来 2019 年度末に、学部長以外による新

たな点検評価を行うようにする予定であ

ったが、コロナウイルス問題のため、延

期せざるを得なくなっている。 

〇前年度に同じ。 

 

○各種委員会の業務の煩瑣をどのように改

善するか、左記のシステム構築をどのよ

うに実現するか、学部長を中心に検証す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

○教員組織のうち、助教及び助手の割合が

低いことから、今後の採用は人事採用計
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る。 

 

文学研究科 

○教員組織の点検・評価に関しては、研究科長を中

心に行っている。 

 

社会福祉学研究科 

○教員組織については、教員の専門とカリキュラム

とが適正となっていることを重視している。 

 

※教員組織については、各学部長・学科長を中心に

検証を行い、学長へ具申し適切な教員組織構築を

行っている。 

 

 

 

 

画に基づいて行う。 

 

 

○定期的に評価を行い、昇任などに反映し

ていきたい。 

 

 

○教員組織については、専門性を考慮して

見直しを図っている。 

 

※教員組織についての点検・評価は、教育

運営上重要な要素の一つである。組織が

停滞していれば、教育の向上はあり得な

い。そのため、常に検証・結果・改善のＰ

ＤＣＡサイクルを回しながら教育実践を

行っている。 

 

 

７ 学生支援 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)学生が学習に

専念し、安定した

学生生活を送るこ

とができるよう、

学生支援に関する

大学としての方針

を明示している

か。 

○大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏 

 まえた学生支援に関する大学としての 

 方針の適切な明示 

 
 

 

 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○適切に明示しているが、コロナ禍の中で、アルバ

イトの打ち切りや学費支弁者の困窮もあると見

られ、それらに対する緊急の支援が十分に明示さ

れているとは言えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○各種の公的な緊急支援制度（奨学金や食

糧の配給など）を広報するとともに、学

生側からの支援要請を適切に受け入れて

いく。また、さらに一歩先んじて、要請

がない場合でも大学側が想像力を発揮し

て支援していけるように取り組む。（一

例：「生理の貧困」問題への取り組み） 

〇コロナ禍で、各種の支援があり、大学と

してそれを広報しているが、それらの情

報に接触不十分な学生がいることは、前

年度同様、事実である。オンライン化の

進展により、そのような学生の絶対数は

減っているとはいえ、Teams などの高度

な利用も含め、一層の努力が求められて
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社会福祉学部 

 ○建学の精神である「畏神愛人」の教えに基づき、

一人一人の学生の学びの実現に向けた「オーダー

メイド教育を行う」ことを、オープンキャンパス 

  や高校生対象の進学相談会で訴えている。各種パ

ンフレット、ホームページ等でも公表している。

入学後の学生については学生便覧に明示し、周知

している。 

○経済的な支援としては、成績優秀者および経済的

な困難を抱えた学生を対象にした本学独自の 3

種類の修学支援（成績優秀者を対象とした授業料

1 年間全額免除の特待生制度、経済的な困難を抱

えた学生を対象とした、授業料半額免除の奨学金

と無利子貸与奨学金）があり、これらを社会福祉

学部でも実施した。 

 

看護学部 

○2018 年 4 月より、チューター制度を導入してい

る。 

○チューター制度に関する規約を作成し、運営組織

を整備している。 

○日常的な授業欠席者（2 回継続で欠席）を早期に

把握し対応するなど、成果をあげている。 

○チューターによる定期的な面接および集会（ピア

サポート）が実施されており、学生への支援が確

実に実施されている。 

文学研究科 

○学生支援に関しては、『大学院要覧』に明示して

いる。 

○文学研究科では、新年度初めに新入生全員を集め

て、全教員参加のもとにオリエンテーションを行

っている。学生生活、勉学上の不安が解消される

ように努める。 

 

いる。 

 

 

○各種奨学金制度の活用を学生に周知し、

学生員会を中心に適宜相談にのる。 

○演習担当、学生委員、学務委員の教員の

一層の連携と積極的なアプローチによ

り、学生支援の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○チューター制度の効率的な運用をさらに

検討していく予定で、2022年度は学生及

び教員の双方を対象に調査などで実態を

把握しつつ、計画的に対応したい。 

 

 

 

 

 

 

○毎年、アンケート調査を行い、学生の声

を集め、よりよい学生生活を支援するた

めの指針としている。 
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社会福祉学研究科 

〇社会福祉学研究科では、新年度初めに新入生対象

に、オリエンテーションを行い、学生生活及び勉

学の向上と不安解消に努めている。 

 

※「本学の学生支援の方針」を定めホームページに

公表し、適切に学生支援を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※学生の学修に係る支援、進路選択に係る

支援、心身の健康に係る支援など学生の

大学生活全般を支えるための多くの機能

を有する体制は構築しており、有効に働

いている。 

(2) 学生支援に関

する大学としての

方針に基づき、学

生支援の体制は整

備されているか。

また、学生支援は

適切に行われてい

るか。 

○学生支援体制の適切な整備 

○学生の修学に関する適切な支援の実施 

・学生の能力に応じた補習教育、補充教育 

・正課外教育 

・留学生等の多様な学生に対する修学支

援 

・障がいのある学生に対する修学支援 

・成績不振の学生の状況把握と指導 

・留年者及び休学者の状況把握と対応 

・退学希望者の状況把握と対応 

・奨学金その他の経済的支援の整備 

○学生の生活に関する適切な支援の実施 

・学生の相談に応じる体制の整備 

・ハラスメント（アカデミック、セクシャ 

 ル、モラル等）防止のための体制の整備 

・学生の心身の健康、保健衛生及び安全へ

の配慮 

○学生の進路に関する適切な支援の実施 

・学生のキャリア支援を行うための体制 

（キャリアセンターの設置等）の整備 

・進路選択に関わる支援やガイダンスの

実施 

○学生の正課外活動（部活動等）を充実さ

せるための支援の実施 

○その他、学生の要望に応じた学生支援の 

 適切な実施 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

〇成績不振の学生の状況把握と指導については、各

学年に配置された学年担当者（複数、すべて専任

教員。文学部では伝統的に学年担当者と呼んでい

るが、他大学他学部の「チューター」に相当する）

が適切に対応している。具体的には、授業を連続

欠席した学生の情報は科目の担当者から学年担

当者を経て全教員に素早く伝えられる。 

〇留年者及び休学者の状況把握と対応についても、

上記と全く同様である。 

〇退学希望者の状況把握と対応については、上記の

他に学務担当の委員も加わって対応する。休退学

は最終的には必ず学長の面接を経て決定する。 

〇奨学金その他の経済的支援の整備については、学

生・就職課（前年度までの学生課と就職課を、2021

年度から組織替えして統合）奨学金や食糧の配給

と学生担当委員がその責を担っている。 

〇ハラスメント対策員会が実質稼働している。 

〇学生の進路に関する適切な支援の実施について

は、学生・就職課が対応している。進路選択に関

わる支援やガイダンスの実施も同様である。 

〇学生の正課外活動（部活動等）を充実させるため

の支援は、主として事務局の学生・就職課が担っ

ている。学生の要望に応じた学生支援についても

同様であるが、上の項目でも述べたように、コロ

ナ禍の現状で十分とは言い切れない。 

 

〇コロナ禍で、補習教育・補充教育・正課

外教育の充実レベルは停滞しているのが

現状である。 

〇成績不振者について、学部教員間の迅速

な情報共有により、適切に指導できてお

り、留年・ 退学者数とも、文学部は全国

平均を下回ることは前年度と同じであ

る。 

〇最大の問題は、前年度と変わらずキャリ

アセンターが未設置である点である。前

年度の組織替えで学生課と就職課を一体

化して学生・就職課としたが、これは教

員の立場から見れば全国的な趨勢に逆行

しており、学生に対して十分に組織替え

の意義を説明できていない。 

また、卒業生の動向調査なども出遅れて

おり、他大学に比べて十分な体制とは言

えない。 

なお、ハラスメント対策員会の実際の運

用においては、不十分な点が見受けられ

た。  
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〇以上のように、支援体制は整備されているが、コ

ロナ禍では完全に十分であるとは言えないケー

スもある。  

〇成績不振者については、学部教員間の迅速な情報

共有により、適切に指導できている。留年・ 退

学者数とも、文学部は全国平均を下回るが、 さ

らに指導を徹底させていく。 セクシャルハラス

メント、アカデミックハラスメント防止のための

体制は、過去の経験を十分に踏まえ、適切なもの

となっている。 ただし、実際の運用においては

不適切な点が見られた。 

〇キャリアセンターは未設置である。学生・就職課

がその任にあたっているが、他大学に比べて十分

な体制とは言えない。  
〇学生の課外活動への支援は、適切に行われてい

るが、金額的には十分とは言えない。 

 

社会福祉学部 

 ○演習担当、学生委員会、学務委員会の教員が、悩

みや問題を抱えた学生にアプローチし、問題の早

期解決に向けた働きかけができる態勢にした。 

○障害学生支援ハンドブックを活用し、障害のある

学生に対する修学支援に関する知識を学部内の

教員及び学生間においても広められるよう努め

た。 

○成績不振、留年者及び休学者の状況把握、退学希

望者の状況把握と対応については、学務委員会の

教員が相談に応じた。また、退学や休学などいず

れのケースでも必ず教員面談を経て学長面談に

進むように幾重にも面談とフォローを行った。 

○1 年から 4 年までの各ゼミナール、または学生委

員の教員などが学生の進路に関する相談に応じ

適切な支援をすることができた。 

○コース選択などで悩みを抱えている学生の相談

に各教員が対応することができた。 

○国家試験の受験に際して抱える不安や悩みにつ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○コース選択などで悩みを抱えている学生

の相談に各教員が引き続き対応する。 

○国家試験の受験に際して抱える不安や悩

みについて国家試験対策委員の教員が個

別に相談を受け引き続きフォローする。 

○4 年次春に標準取得単位数未満となって

いる学生への学業督励に引き続き力を入

れる。 

○各学年のゼミナール、各授業等において

学士力向上ガイドブックを活用し、学生

の図書館の活用を重ねて指導していく。 

〇2022 年度より進級制度を設けることか

ら、学年担当制を設けた。今後、学年担

当制を如何に効率よく学生支援に結びつ

けられるか、検討と実行を行う。 
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いて国家試験対策委員の教員が個別に相談を受

けフォローすることができた。 

○国家試験受験対策講座、模試等の補習教育を行っ

た。 

○ホームページに学士力向上ガイドブックを掲載

し、ウェブでも同ガイドブックを閲覧できるよう

にした。これにより、学生が図書館の活用の仕方

をいつでも確認できるようにした。また、同ガイ

ドブックには、学習や研究に必要な資料・図書を

他の図書館から取り寄せする手順も掲載し、学生

の研究活動を後押しすることができた。 

 

看護学部 

○学生支援は、チューターを中心に、適宜保護者と

も連絡を取るなど、学生主任および学務主任、学

部長と協力して対応している。 

○成績不振者を早期発見し、早期に適切な対応がで

きる組織体制を共有している。 

○学生の心身の健康に関しては、学生・就職課が健

康診断などを実施している。 

○就職活動を支援するため、5 月に「就職セミナー」

を実施している。しかし、就職活動が早まる情勢

にあることから、2019 年度からは 3 月に開催す

る予定にしている。 

○国家試験に合格し、本人が就職を希望している学

生に関しては 100％の就職が実現している。 

○学生の自主的な活動を醸成し支援するため、学祭

等の運営に関しても、学生中心の運営を目指して

いる。 

○学祭で、学生及び住民を対象とした「認知症サポ

ーター」の育成を企画し、学生が中心となって運

営できるようになりつつある。 

○学祭は、学生による実行委員会形式で運営し、終

了後は学生自らの振り返りを重視するなど、自主

性を育成する場に位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学祭は、学生の自主運営の意思を尊重し、

協力しつつ実施している。将来的には、

学生が自主運営できるよう、支援してい

きたい。 

○学祭では、継続して学生及び住民を対象

とした「認知症サポーター」の育成を企

画実施する。 

○就職支援行事に関しては、大学全体と連

動して運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45 

 

文学研究科 

 ○文学研究科では、学生委員会を組織して、学生・

就職課と連携しながら学生への支援を行ってい

る。 

 〇成績不振者に関しては、学務委員会が中心となっ

て、学務課と連携しながら適切な対応に努めてい

る。 

○毎年、就職セミナーや各種講座などの就職支援行

事を計画的に実施している。また、地元のハロー

ワークと連携して、院生それぞれの個別の相談に

乗っている。 

○毎年、定期健康診断を実施し、学生の心身の健康

保持・増進に努めており、異常が見つかった場合

には医療機関での受診を行うよう指導している。 

 

社会福祉学研究科 

 ○社会福祉学研究科では、修学に関し大学院学務委

員会と学務課職員が連携して対応している。 

 ○毎年、定期健康診断を実施し、学生の心身の健康

保持と増進に努めている。 

 

 ※学生支援体制は、7－(1)・(2)の項目で述べたよ

うに大学全体で種々の支援対策を構築し、学生が

健全な学生生活を営むために日々努力している。 

 

○奨学金等、院生の要望に速やかに応える

ことができるように体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各状況に応じた学生支援体制の整備は 7

－(1)・(2)の項目で述べたように構築さ

れている。また、年度毎の学生支援の見

直しは、各学部・学科をはじめ、学生委

員会が主体となり行っている。 

 

 

(3)学生支援の適

切性について定期

的に点検・評価を

行っているか。ま

た、その結果をも

とに改善・向上に

向けた取り組みを

行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・

評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○学生支援は、主として学生委員会がその任に当た

っているが、支援の適切性については、最終的に

学部長が管轄している。場合によっては、学生委

員会へ学部長が自ら出席する（2019 年度内に、現

実にそのケースがあった）など、適切に点検評価

を行なっていると言える。  

 

 

○「定期的な」点検評価を行っているとま

では言えないので、学生委員会に対する

学部長・学科長による点検評価を強化し、

改善・向上につなげて行く。このことは、

2020年度のうちから実行されるはずであ

ったが遅れているので、2021 年度にはで

きるだけ早期に開始する。 
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社会福祉学部 

 ○入学時アンケート及び在学生アンケート並びに

卒業時アンケートを通じて学生支援の適切性を

図っている。現状はデータの収集に努めている所

である。 

 

看護学部 

○学生支援は、2017 年度より学生委員会を中心に

PDCA サイクルにて活動を行っており、学生自ら

の自主性が芽生えるなどの変化がみられている。 

○入学直後、卒業研究の提出後、実習を終了した後、

卒業時などの機会をとらえて、学生アンケートを

とり、学生支援の適切性を評価している。 

○2020 年 4 月に入学した学生を対象に、「新学生生

活応援集会」を開催した。初年次教育の一環で、

先輩保健師・助産師・看護師の体験談を聞くこと

で、看護職へのイメージを膨らますことを目的と

した。実施後のアンケートには、ほとんどの学生

が「イメージを膨らますことができた」と回答し

ていた。 

 

文学研究科 

 ○文学研究科では、2019 年度には大学院生と教員

との懇話会を催して、学生の要望を直接聞く機会

を設けた。昼の時間に軽食を取りながら、リラッ

クスした雰囲気のもとに行った。 

2020、2021 年度はコロナ禍のため行えなかった

ので、アンケートによる代替方法で学生の意見を

吸い上げる機会を設けた。 

 〇2022 年度より、留学生 1 名を受け入れる。学修 

  支援のために、日本語・日本文学科に在籍してい

る留学生１名をチューターに充てる予定である。  

〇コロナ禍のため、全学部的な制度として

の取り組みは停滞を余儀なくされている

が、学部長の指示による改善はあった。 

 

 

○2021 年度以降は、これらのアンケート結

果を基に改善に向けた策をどの部署が担

当し実行に移すかが課題である。引き続

き、検討を行う。 

 

 

○入学直後、卒業研究の提出後、実習を終

了した後、卒業時などの機会をとらえて、

学生アンケートをとり、学生支援の適切

性を評価する。 

○2022 年度より、基礎演習の共通講義（9

回）で「4 年間の見通しをもつ」ことを目

指し「自立と体験」および「大学生の学

び」などを講義している。継続的な発展

につなげるために、評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

○出席管理を適切に行って、欠席の状態や

不適応の予兆を早期に発見し、素早く学

科教員と連携して対応を行う組織的な支

援体制を強化する必要がある。 
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社会福祉学研究科 

 〇社会福祉学研究科では、院生へのアンケートを行

い、学生の意見を吸い上げる機会を設けた。 

 〇修学に関しては、大学院学務委員や学務課職員と

連携して適切な対応に努めている。 

 

※学生支援に対する適切性に関する定期的な点検・

評価については、学生のアンケート結果に頼る必

要があるが、これまで詳細なアンケートを実施し

ていないので支援体制の有効性については、判断

できていない。 

 

 

 

 

 

 

 

※学生支援の体制は構築されているが、そ

の有効性についての検証は学生の声を聞

く必要がある。一部学部で実施している

学生の声を聞くボックスの設置が必要と

思われるので、今後の課題としたい。 

 

 

 

８ 教育研究等環境 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)学生の学習や

教員による教育研

究活動に関して、

環境や条件を整備

するための方針を

明示しているか。 

○大学の理念・目的、各学部・研究科の目 

 的等を踏まえた教育研究等環境に関す 

 る方針の適切な明示 

 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 〇2019年度に、改めて適切に明示された。 

 

社会福祉学部 

 ○年度初めに理事長、学長の経営方針・重点取組

事項等において示されている。 

 

看護学部 

○学生委員会を中心に、学生の自治組織を強化す

るための支援を行っている。 

○本年度は、「認知症サポーター」の育成講座を

学生中心の実行委員会組織を作り、開催した。 

〇学祭期間中に開催した「虐待講座」も、学生中

心の自主的な組織で企画運営した。 

 

※「本学学生の学修、教員の教育研究の環境整備

に係る方針」を定めホームページに公表し適切

に運営している。 

 

 

〇2021年度に同じ。 

 

 

○国家試験対策委員会は、学生と教員で構

成されており、学生の意欲を大切にしな

がら、試験対策を検討している。 

 

○国家試験対策委員会は、学生と教員で構

成されており、学生の意欲を大切にしな

がら、試験対策を検討しており、継続し

ていく。 

 

 

 

※大学の理念等を踏まえた教育・研究の整

備に関しては、方針等を定め公表してい

る。 
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(2)教育研究等環

境に関する方針に

基づき、必要な校

地及び校舎を有

し、かつ運動場等

の教育研究活動に

必要な施設及び設

備を整備している

か。 

○施設、設備等の整備及び管理 

・ネットワーク環境や情報通信技術（ＩＣＴ） 

 等機器、備品等の整備 

・施設、設備等の維持及び管理、安全及び衛 

 生の確保 

・バリアフリーへの対応や利用者の快適性に 

 配慮したキャンパス環境整備 

・学生の自主的な学習を促進するための環境 

 整備 

○教職員及び学生の情報倫理の確立に関す 

 る取り組み 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

○新一号館の完成により、施設、設備等の整備は飛躍

的に進んだ。この建物に関しては全館 Wi-Fi化が実

現するなどネットワーク環境もほぼ整い、エレベー

ターの設置や多目的トイレなどバリアフリーへの対

応、利用者の快適性に配慮したキャンパス環境整備

も進んでいる。 

○教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取り組み

については、特別なプログラムを立てたわけではな

いが、実習前の各種オリエンテーションや講義演習

の中で必ず取り上げるようになっている。 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 
○履修届を学生自らパソコン入力により行うオン

ライン化に移行した。また、作業の不慣れな学
生へのサポートを学務課職員が行った。 

○学部学生の国家試験対策勉強室を用意し開放
した。2021度に合格した受験生の多数が定期的
に利用する結果となった。合格率の大幅な向上
は、対策勉強室の開放が成功したことが極めて
大きい。 

○実習指導や演習授業時に必要な機材が揃いつつ

ある。面接場面を再現、グループ討論を行いや

すい教室の広さなどを考慮して使用教室配分を

することができた。 

○学生の学習環境の改善に関する要望などは学務

委員、学生委員問わず専任教員が受付け、各委

員会時に報告し、必要な改善措置をとることが

できた。 

 

 

 

 

○情報通信技術（ICT）等機器、備品等の整備

については、全学生に端末を支給するに至

らないなど、完全とは言えないところがあ

る。 

○コロナ危機の到来の中、オンライン授業に

対する準備は十分でなかったが、2021 年度

に向けて、文学部としての準備だけについ

て言えば、ほぼ完成に近づいた。 

〇2021 年度は、Wi-Fi の全校舎への展開が進

みオンラインとオンデマンドを組み合わせ

るハイフレックス型授業の実施も可能とな

って、バリアフリー、快適性に配慮したキャ

ンパス環境になってきている。しかし、学生

による不用意な情報アップロードなど、情

報倫理が確立していないケースがまれに見

られることも事実である。 

 

○初夏6月下旬・7月に天候によっては室温

が30度を超える教室があり、学生から環

境改善の声が強く上がっている。可及的

速やかにエアコン設置の対策が求められ

る。この教育環境改善に向けて引き続き

要望を出していく。 

○学部学生の国家試験対策勉強室を用意し

開放することを継続する。また、勉強室

の環境整備（冷房）の整備の為の予算獲

得を関係各所との調整の上実施する。 

○障がい学生支援委員会を中心に校舎・設

備のバリアフリー化の必要な箇所の検証

を行い、改善を要望していく。 

○「障害学生支援ハンドブック」を活用し

障害をもつ学生の支援に力を入れてい

く。 

○学生委員会の実施するアンケートをはじ

め、日常的に学生からの学習環境の改善
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看護学部 
○オンライン授業の実施を可能とするために、学内

のネットワーク環境の整備を、推し進めた。 

○看護学部棟にはエアコン設備がないため、学生の

中には受講中に熱中症になる学生もおり、早急な

対策が必要である。 

○夏季期間中の体調不良者のために、保健室にエア

コンを設置し、環境を整備した。 

 

 

 

 

※施設設備面に関しては、新 1 号館を建設しラーニ

ングコモンズや Wi-Fi の整備をはじめ教育施設

の環境は一段と改善され、学生のニーズに答えて

いる。 

 

 

に関する要望などを聞き、必要な改善措

置をとることを引き続き行う。 

 

○学内におけるネットワーク環境を、継続

して整備する。 

○地球温暖化のためで、気温の上昇が顕著

であるため、冷房装置の教室への設置を

進めてほしい。（近隣大学では、すでにエ

アコンが設置されている） 

○省エネ対策及び教員及び学生の健康づく

りのために、エレベーターの使用を控

え、階段の利用を促進する。 

○オンライン授業の環境を一層整備する。 

 

※新 1 号館の建設により、以前に増して学

生は快適に講義を受けることがでるよう

になった。なお、コロナ禍の現在、リモ

ート講義等に十分対応できる環境整備づ

くりが今後の課題である。 

(3)図書館、学術情

報サービスを提供

するための体制を

備えているか。ま

た、それらは適切

に機能している

か。 

○図書資料の整備と図書利用環境の整備 

・図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報資料 

 の整備 

・国立情報学研究所が提供する学術コンテン 

 ツや他図書館とのネットワークの整備 

・学術情報へのアクセスに関する対応 

・学生の学習に配慮した図書館利用環境（座席 

 数、開館時間等）の整備 

○図書館、学術サービスを提供するための専門 

 的知識を有する者の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文学部 

○文学部は学生向けに独自に「文学部学生パソコン

室」を運営している。5 台のパソコンを備え、情

報提供をサービスするための体制は備えている。

ただし、例えばジャパンナレッジへの接続が打ち

切られるなど、主として予算面から十分といえな

い側面もある。  

○図書館利用環境については、図書に関しては問

題がないが、ICT 分野は問題が山積している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○図書館において、学生がインターネット

に接続できる機器の数が足りていない。 

〇前年度までと同様に、文学部は１号館３

階の一室に学生向けとして独自の「文学

部学生パソコン室」を運営している。5 台

のパソコンを備え、情報提供をサービス

するための体制は備えている。ただし、

例えばジャパンナレッジへの接続が打ち

切られたままであるなど、ネットワーク

の整備は十分といえない。 

なお、この学生パソコン室は、他学部の

学生に対してもオープンにしているが、

それをいいことに大量の消耗品を使用し

てしまう他学部生がいることも知られて

いる。白昼堂々と、いわば「窃盗」を働
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Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○限られた予算の中ではあるが、学部学生からの

リクエストなども聞いて必要な書籍を購入する

ことができた。 

○情報検索を駆使して他の図書館からの文献複

写依頼などを学生が必要に応じてできるように

支援できた。 

○弘前大学図書館との相互協力協定に基づく利

用について案内し、同図書館の利用も促すことが

できた。 

 

看護学部 

○図書館の開館時間が短いため、学生は実習後の利

用や、国家試験対策で図書館を使用したくても利

用できないこともある。 

○演習室 5 に、実習後の自己学習を支援するため、

ミニ書籍コーナーと国家試験関係の書籍を紹介

するコーナーを開設している。 

○看護棟の 1 階ラウンジの就職コーナーに、行政機

関関係の資料も展示するようにした。 

 

※図書館には、専門の司書を配置し、かつ夜間利用

も可能にするなど学生・教職員に対して便宜を図

っている。また、県立図書館等の閲覧や学術専門

誌などの情報収集も可能にしている。 

く他学部生を見るのは、文学部学生に対

する教育環境としてもよろしくないが、

何より文学部の予算を圧迫しているの

で、他学部の適切な教育的対処を望むと

ころである。 

 

 

○学生と教員の希望を募り、必要な図書を
整備していく。 

○開館日、時間、貸し出し冊数等利用者の
便宜を図っていく。 

○今後も継続して図書館の利用を働き掛け

ていく。 

 

 

 

 

 

○図書館の開館時間を延長し、看護系の書

籍を増加することで、利用するメリット

を増やしていくことを要望する。 

○看護系の専門書などの利用を促進するた

めの広報活動も行っていきたい。 

 

 

 

 

※全ての学部が要求する専門誌等の情報提

供サービスは、予算の関係上十分満足で

きる状況ではないが、限られた予算内に

おいて最善の方策を図っていく必要があ

る。 
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(4)教育研究等を

支援する環境や条

件を適切に整備

し、教育研究活動

の促進を図ってい

るか。 

○研究活動を促進させるための条件の整備 

・大学としての研究に対する基本的な考え方 

 の明示 

・研究費の適切な支給 

・外部資金獲得のための支援 

・研究室の整備、研究時間の確保、研究専念 

 期間の保障等 

・ティーチング・アシスタント（ＴＡ）、リサ 

 ーチ・アシスタント（ＲＡ）等の教育研究 

 活動を支援する体制 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

○教員個人の最良で使うことのできる研究費が少

ないなど、研究活動を促進するための条件が十分

に整備されているとは言えない。大学内の研究費

の配分についても、議論が残るところである。（研

究費の支給としては公正であるが、職階による区

別がある点など） 

○研究室については問題が少ないが、研究時間に

ついては、持ちコマ数の増加（時には過剰＝オ

ーバーワーク）や多数の会議などにより、時間

を奪われているのが実情である。この問題は、

過去数年間に渡って指摘されているが、改善さ

れない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○外部資金獲得のための支援としては、これ

のみに専従となる職員が現状で存在せず、

改善の余地のあるところである。 

また、煩瑣なペーパーワーク（繁文縟礼

とも言える）などにより、教育研究の時

間が圧迫されているのは重大な問題と考

える。 

これについては、web会議や電子印鑑など、

新しい技術を積極的に導入することで改善

を図っていきたい。Teamsが導入されたこと

で、書類の共有などの面では、利便性が飛躍

的にこうじょうした。 

○研究専念時間の確保については、サバテ

ィカルの制度が 10 年来凍結されたまま

になっており、復活が望まれる。 

○TA、RA については、文学部として長年の

懸案であるが、今なお予算化できないで

いる。 

〇研究費の配分は概ね適切かもしれないが、

絶対的な額が低すぎて、県内の他大学に比

べても「お話にならない」レベルである。改

善を強く望む。 

〇外部資金獲得についても、専従となる職員

が存在しない状況では、教員側が努力する

しかないが、すでにオーバーワークであり、

このままでは結果の好転は望めない。 

〇サバティカルの凍結解除問題も、一向に

解決を見ない。 

〇率直に言って、教育研究環境を整備し教

育研究活動を促進するというセンスが本

学には乏しく、すでに「大学としての研

究に対する基本的な考え方」を、実態と

しては見失っているというべき惨状にあ

る。 
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社会福祉学部 

 ○研究費は適切に支給されている。 

○関係各所からの事務・雑用等の処理に多くの時間を

割かれる教員とそうでない教員との労働環境の差が

近年大きくなっており、研究時間・研究専念期間の

確保に関し不公平感が増している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

看護学部 

○学部としての教育研究活動への対応は、外部資

金に関する情報提供を行っている。 

○科研費に関しては、教員は全員申請する基本的

な考え方は示している。 

○研究費の活用に関する具体的ルールは作成され

ているため、円滑な運用が行われている。 

 

社会福祉学研究科 

 〇図書館、社会福祉学研究所等の適切な活用をす

るための指導を行っている。 

 

※「教員の教育研究の環境整備に係る方針」や

「大学個人研究費規程」を定めホームページに

公表し適切に研究活動が遂行されている。 

 

 

○2021年度からのカリキュラム改訂によっ

て、社会福祉学部所属の全教員が平日に

学内外問わず「研修日」を設定できるよ

う整備する。事務・雑用等の処理を多く

担う教員への研究時間・研究専念期間確

保に向けた環境改善を図る。 

〇事務・雑用等の処理により学内貢献した

教員への人事評価の仕組みを改善する。

それに限らず大学運営・経営に貢献した

者へは、昇給・賞与上乗せ並びに昇格に

よりモチベーションアップを図る体制を

整える。 

 

 

○文部科学省の科研費申請の前に、教員全

員に対して、科研費取得を目指した研究

計画書の書き方などの講習会を開催す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

※全教員に適切な研究費の支給や研究室を

配置し研究環境は整えている。ただしま

だ TA､RA などの体制は整いていないた

め、その構築が今後の課題である。 

(5)研究倫理を遵

守するために必要

な措置を講じ、適

切に対応している

か。 

○研究倫理、研究活動の不正防止に関する 

 取り組み 

・規程の整備 

・コンプライアンス教育及び研究倫理教 

 育の定期的な実施 

・研究倫理に関する学内審査機関の整備 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

文学部 

 ○研究倫理・不正に関する規程は整備されている。 

○研究倫理教育は、定期的に実施されている。 

○学内に倫理審査委員会組織が整備されている。 

 

 

 

○2019 年度からは、学生の卒業論文作成に

関しても倫理教育を強化するようにし、

シラバスにも明示してあるが、さらに積

極的な取り組みが必要と考える。 

〇前年度から進歩ていない。 
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社会福祉学部 

 ○倫理委員会規程を定めている。 

○学生には、基礎演習Ⅰ、Ⅱ、社会福祉学研究方法、

専門演習Ⅰ、Ⅱ、社会福祉実習指導Ⅰ、Ⅱなどに

おいて文献引用ルール、盗作防止、人権擁護、守

秘義務等の研究倫理について繰り返し指導した。 

 

看護学部 

○倫理委員会の投稿規定について話し合い、新たな

考え方を導入し修正した。 

〇学生の卒業研究に関する倫理審査と、教員の研究

計画書の審査は、区別しておこなうようなルール

を作成した。 

 

※「本学の研究活動における不正行為への対応に関

する規程・細則及び研究資料等の保存に関するガ

イドライン」を定めホームページに公表し研究倫

理の遵守を講じている。 

 

 

 

 

○左記に示した科目をはじめ、いろいろな

機会を通して、学生に対する「研究倫理」

に関する指導を徹底する。 

 

 

 

 

○卒業研究に関して倫理審査などを適切に

行う 

 

。 

 

 

※学部・学科・研究科において、卒論・修論

作成時等において担当教員より「研究倫

理」については、指導を受けている。全

教職員についてもこれまで、「研究不正」

についての FD・SD 研修会を実施し、啓蒙

し、かつ、研究不正の書物を提供し、そ

の完全防止に努めている。 

 

(6)教育研究等環

境の適切性につい

て定期的に点検・

評価を行っている

か。また、その結

果をもとに改善・

向上に向けた取り

組みを行っている

か。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・ 

 評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○新校舎完成後、まだ日にちが浅いので、定期的な

点検というところまでは至っていないが、空調や

トイレ環境について、教員・学生からの要望を受

けて適切に対処している。例としては、ウイルス

対策のためハンドドライヤーを止めるなどした

ことが挙げられる。 

 ○最大の問題は、この温暖化の中、今なおエアコン

の設置がない教室が多いことである。 

 

社会福祉学部 

 ○授業評価アンケートを実施して報告書として発

行した。また、ホームページにも掲載して広く周

 

○左の欄に記述したように、ある程度の点

検評価は行っており、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みが持続的に

行われていると言えるが、組織として完

全に行われているとまでは言えない。 

〇前年度から進歩していない。特に、全室 

 エアコンの設置は急務で、このままでは 

 2022年度中にも重篤な事故（熱中症など） 

 が起こることが危惧される。 

 

○FD委員会が授業評価アンケートに記載さ

れた授業環境に関わる事項を整理し、学
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知を図った。 

○卒業生アンケートにおいても自由記述欄などで

教育研究に関する要望を聞いて検証する体制を

整えた。 

 

看護学部 

○全学の FD 委員会にて、主に教育研究等に関する

敵的な研修会が実施されており、80％以上の教員

が参加している。 

 

※教育研究等の環境については、定期的に点検・評 

 価は実施していない。ただし、教室・研究室・図

書館等の環境維持については、日々対応し、改善

等に十分努めている。 

 また、学生・教員からの環境維持の要望に対して

は、その都度対応しているが、大きな財政にから、

む設備等については長期的な計画展望が必要で

ある。 

部長に報告して必要な改善対応をとる。 

 

 

 

 

 

○FD 委員会にて、教育研究活動の活性化に

関する検討をする。 

 

 

※教育研究等の環境整備については、学生・

教職員が十分に満足できる教育環境を保

持するように改善を図っている。 

 

 

９ 社会連携・社会貢献 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1)大学の教育研

究成果を適切に社

会に還元するため

の社会連携・社会

貢献に関する方針

を明示している。 

○大学の理念・目的、各学部・研究科の目 

 的を踏まえた社会連携・社会貢献に関す 

 る方針の適切な明示 

  

 

 

 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

○2019 年度に、全学的な組織として社会連携推進

協議会が発足した。 

「中期目標計画」において、また教授会における

学長の発言などで、理念と目的は明らかにされて

いる。 

 

 

社会福祉学部 

 ○「中長期目標計画」及び教授会にて学長から地域

貢献に力を入れるよう経営方針として語られて

おり、方針の明示は行われている。 

 

看護学部 

 

〇年度と同体制だが、コロナ禍で社会連携・ 

 社会貢献は、一般に停滞気味であること 

 は避けられない。 

 

 

 

 

 

〇引き続き、学長から地域貢献に力を入れ

るよう教員に働きかけを行う。 
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○教員は、社会貢献の重要を認識し、研究の成果を

社会に還元すべく講演活動等に対し、積極的にか

かわっている。 

○学部としても、リカレント委員会を中心に年 1

回、看護研究の方法論などをテーマとした講演会

を開催している。 

○学生は、「認知症サポーター養成」などの講演会

を、毎年地域包括支援センターの職員の協力を得

て実施している。 

 

文学研究科 

 ○文学研究科では、その目的を明文化しているが、

その中で地域性と普遍性の追究をうたい、さらに

は、地域社会への貢献を明示している。 

 

社会福祉学研究科 

 ○社会福祉学研究科では、その建学の精神である福

音主義キリスト教に基づいて、教育実践を行って

いる。また、スクールモットーである「畏神愛人」 

  に基づき、地域において活動している。これは、

『大学院要覧 2021』の「弘前学院の沿革と使命」

に記してある。 

 

※「本学の社会連携・社会貢献に関する方針」を定

め、ホームページに公表し社会貢献を行ってい

る。 

 

○大学の理念・学部の目的を踏まえた社会

連携・社会貢献に関する方針を適切に提

示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○毎年、『大学院要覧』を見直す中で、検証

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※大学の理念に基づく社会連携・社会貢献

については、主に各学部・学科単位で行

っている。なお、2021 年度に「本学と地

元町内会（稔町）、弘前市役所との連携に

より「除雪ボランティア」が設立され、

本学学生・教職員が主体となり地域の除

雪を行うことにしたが、コロナ蔓延のた

め次年度に持ち越しとなった。 

(2)社会連携・社会

貢献に関する方針

に基づき、社会連

携・社会貢献に関

する取り組みを実

○学外組織との適切な連携体制 

○社会連携・社会貢献に関する活動による 

 教育研究活動の推進 

○地域交流、国際交流事業への参加 

 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施して

いる。たとえば、本学の特徴の一つである「ヒロ

ガク教養講話」では、文学部のみがこれを単位化

している。社会への還元も適切なレベルにある。 

 

〇前年度と同じ。文学部としては、「ヒロガ 

 ク教養講話」の全学的な統一単位化が必 

 須かつ合理的と考えているが、他学部の 

 動きは鈍い。なお、直上の項目も参照の 
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施しているか。ま

た、教育研究成果

を適切に社会に還

元しているか。 

 

社会福祉学部 

○社会福祉実習では実習前後に現場の指導者を招

いて実習指導連絡協議会を開催し、あわせて実習

報告会にも招待し各施設機関と連携した学生教

育を実践している。 

○社会福祉実習指導Ⅰ（社会福祉実践基礎論）にお

いて、現場の指導者を招いて、実習と、現場にお

いて社会福祉士が担う役割等について、講義を依

頼している。 

○学部教員より「大学コンソーシアム学都ひろさ

き」に委員を派遣し、大学間連携の役割を果たし

た。 

○専任教員が、地元自治体の審議会等での委員、各

種研修会、講演会の講師等で出向き協力してい

る。但し協力回数には多寡がある。 

○上記の地域貢献の活性化とその実現に向けて、教

員の受け持ちコマ負担を週 8 コマ以下に減らし

て、地域に出ていけるような環境整備を進めた。 

 

看護学部 

○大学全体の社会貢献活動に関する窓口ができた

ことは、成果を一元的に把握し公表できるため、

大きな改革である。 

○実習科目の中で、NPO 法人が運営する母子保健グ

ループの見学を定期的に行っており、学生の学修

への効果が大きいと感じている。 

 

 

 

文学研究科 

○2018 年度より、地域社会への貢献を目的として、

文学研究科、社会福祉学研究科、文学部のメンバ

ーによる学際的な研究チーム「デス・アゴラ」を

立ち上げた。地域における死の問題を多角的に究

明している。その成果は、アメーバ・ブログに掲

 こと。 

 

○地域貢献の活性化とその実現に向けて教

員の受け持ちコマ負担を減らして地域に

出ていける環境を更に整える。また、行

政、福祉施設、地域を問わず、本学部所

属教員への講演、講師、委員就任依頼の

情報を社会福祉教育研究所に情報を一元

化して管理する。この情報をもとに学部

長が所属教員の地域貢献業務の過多を是

正するように調整していく。 

○福祉施設や住民福祉団体からのボランテ

ィア募集の依頼に対して、情報提供やフ

ォローアップ体制の整備が必要であるこ

とから、社会福祉教育研究所の機能強化

を図る。 

○特定教員に集中する学内事務、雑用処理

の負担を軽減し、地域に出ていける環境

整備をさらに推進する。 

 

 

○講義を通して、NPO 法人による様々な社

会活動を紹介するなど、学生の多様な学

びを保障すると同時に、法人などとの連

携を模索する。 

○リカレント教育において学修したこと

が、各医療機関などで実践できるよう、

共同研究を模索する。 

○両親学級など、地域の子育て支援に貢献

できる企画を模索する。 

 

○今後も、研究科間の垣根を超えて、学際

的な研究を続ける。 
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載して、地域社会に還元している。また、『弘前

学院大学大学院社会福祉学研究科 社会福祉学

研究』第 9 号（2021 年 3 月）に研究報告を載せ

て、その成果を公表している。 

〇2021 年度には、文学研究科では地域総合文化研

究所との共催により、「弘前の前衛舞踊」を開催

し、講演とともに実演を通して、地域との交流を 

 図った。 

 

社会福祉学研究科 

○Death Agora チームを結成し、文学研究科と社会

福祉学研究科の学生が一緒になって、津軽地方の

寺院、共同墓地、墓を訪問し社会民俗学的な視点

で研究活動を行った。 

〇現在、福士工学研究課題として科目等履修生が広

島の企業と連携し、介護ロボットの開発を行って

いる。 

 

※学外組織との適切な連携体制を堅持するため、

「社会連携推進会議」を立ち上げ取り組んでい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「デス・アゴラ」については継続して研

究に取組むために、両研究科の教員・学

生間の教育研究調整を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

※外部組織は、現在「弘前市役所」、「弘前

商工会議所」、「地元町内会」などである

が、各組織と連携を図りながら地域貢献

等に取組んでいる。 

(3)社会連携・社会

貢献の適切性につ

いて定期的に点

検・評価を行って

いるか。また、そ

の結果をもとに改

善・向上に向けた

取り組みを行って

いるか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・ 

 評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

文学部 

 ○学部長による点検はあるが、組織として定期的な

点検は行っていない。 

 

 

 

 

社会福祉学部 

 ○教員ごとに社会連携・社会貢献の実績について社

会福祉教育研究所所報(2021 年度版)に掲載し公

開した。これにより、点検・検証の活動の第一歩

とした。 

 

 

 

○点検評価は行っているが、その結果をも

とに改善・向上に向けた取り組みが完全

に行われているとまでは言えない。 

〇前年度と同様。なお、直情の２項目参照。 

 

 

 

○学内業務を見直し、適材適所の分掌によ

り地域からの要望に対応できる体制を整

える。 

○社会連携・社会貢献実績が少ない教員に

ついては学部長から学部の地域貢献事業

に積極的に関わるよう協力依頼して繋げ
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看護学部 

○社会連携・社会貢献についての大学の考え方と対

応方法について、教員に対し情報を提供してい

る。 

 ○弘前コンソーシアムの活動に参加し、4 大学の学

生を対象に教育活動に参加している。 

 

文学研究科 

 ○文学研究科では、社会連携・社会貢献の適切性に

関しては、『大学院要覧』を見直す中で点検して

いる。 

 

社会福祉学研究科 

○Death Agora の研究成果をアメーバブログ

(Death agora)、にて発表している。その成果を

研究書としてまとめ発行予定である。詳しくは右

記参照。 

 

 ※社会連携・社会貢献の適切性については、毎年弘

前市役所や弘前商工会議所と連携会議を持ち、外

部検証・評価をしていただいている。 

る。 

 

 

○学生委員会を中心に、年間計画を立て、

実施をして事柄について、評価を実施し

ていきたい。 

 

 

 

 

○毎年、研究科において見直しを図ってい

る。 

 

 

 

○これらの研究活動の成果を駿河台出版よ

り「デス・カフェ」と題してまとめ、2023

年に発行予定で進めている。 

 

 

※地域交流は、実施しているが国際交流事 

 業への参加は実施していないので今後の

課題である。 

 

10 大学運営・財務 

(1)大学運営 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1) 大学の理念・

目的、大学の将来

を見据えた中・長

期の計画等を実現

するために必要な

大学運営に関する

大学としての方針

を明示しているか。 

○大学の理念・目的、大学の将来を見据え

た中・長期の計画等を実現するための大

学運営に関する方針の明示 

○大学構成員に対する大学運営に関する

方針の周知 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

○大学の理念・目的等については、「弘前学院教育

方針」並びに「弘前学院大学教育理念」を制定し、

ホームページに公表している。 

○中長期目標企画会議において、「第Ⅱ期中期目標

実施計画（2020 年度～2022 年度）評価表」に基

づいて、優先取り組み事項と数値目標達成手順・

評価反省点などを定め、ＰＤＣＡサイクルを行い

大学の将来を見据えた大学運営について取り組

んでいる。 

○第Ⅱ期中長期目標実施計画（2020 年度

～2022 年度）を策定し、安定的な経営

を目指して取り組んでいる。 

〇2021 年度は、計画の中間に位置するが 

 概ね計画どおり推移している。 
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(2) 方針に基づ

き、学長をはじめ

とする所要の職を

置き、教授会等の

組織を設け、これ

らの権限等を明示

しているか。また、

それに基づいた適

切な大学運営を行

っているか。 

○適切な大学運営のための組織の整備 

・学長の選任方法と権限の明示 

・役職者の選任方法と権限の明示 

・学長による意思決定及びそれに基づく執行

等の整備 

・教授会の役割の明確化 

・学長による意思決定と教授会の役割との関

係の明確化 

・教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の

権限と責任の明確化 

・学生、教職員からの意見への対応 

○適切な危機管理対策の実施 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

○「弘前学院大学組織運営規程」により学長は、理

事会の同意を得て理事長が任命し、副学長は学長

の要請により本学教授から理事長が任命し、学部

長、研究科長、学科長、宗教主任は学長が任命し

ている。 

○2014（平成 26）年の学校教育法や同施行規則の改

正を受け、学長の権限、教授会の位置づけ、意思

決定手続き等に関して明確を図っている。 

○管理運営については、全学部的な審議機関である

大学協議会や学長の諮問機関である学長運営会

議、各学部の審議機関である教授会、各委員会等

での意見や要望を参考にしながら最終的には学

長が主体的に、かつ明確な意思決定を行い、大学

運営を行っている（弘前学院大学管理運営組織

図）。 

○本学の特徴の一つに、法人理事長が大学協議会、

学長運営会議、教授会、大学院研究科委員会等に

出席し大学の現状や課題、要望等を把握している

ため、法人理事・評議員等に大学の現状を伝える

ことが出来、そのため大学との意思疎通は十分と

言える。 

○危機管理については、理事長・学長・各研究科長・

各学部長・宗教主任・事務長からなる「危機管理

委員会」を設置し適切に対応している。 

○教学組織と法人組織については、「弘前学

院大学管理運営組織図」等で明確化して

おり、教学は大学が、経営・財政につい

ては理事会等が責任を持ち、協働して大

学経営にあたっている。なお、組織が形

骸化しないように、組織のスリム化を図

り、健全な大学経営構築に取組んでいる。 

 

○コロナ感染拡大防止等のため、「危機管理 

 委員会」を昨年度と同数の１０回開催し、

その都度、コロナ対応し、学生・教職員・

外部者等の健康管理に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 予算編成及び

予算執行を適切に

行っているか。 

○予算執行プロセスの明確化及び透明性 

・内部統制等 

・予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組

みの設定 
Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

○大学の予算は、法人本部から令達される配分経費

と特別補正費からなる。配分経費は、学生数及び

教員数に応じて算出され基準経費と必要経費（光

熱水費、維持修繕費、印刷製本費、保守清掃費、

図書費等）からなる。特別補正費は単年度に特別

に補正される経費（教職員健康診断費、入試広報

センター経費、大学基準協会経費、施設特別経費

等）である。 

○上記の令達された経費をもとに、各学部・部署等

からの予算に係る要望書を参考に予算を編成し、

大学の「予算委員会」に原案を提示し審議して決

定している。予算は、学校法人会計基準及び経理

○予算編成においては、学生の納入金がそ

のウエートを大きく占めている。このた

め、入学者数・在籍者数増への取組が必

要である。これに対しては、主に「新戦

略会議」を中心に、「中長期目標企画会

議」、「経営改善実行会議」等において改

善に努めている。その結果、入学定員に

対する入学者比率及び収容定員に対する

在籍学生数比率(５年間平均)は、2020～

2022 年度（0.81→0.82→0.86）及び（0.74

→0.76→0.79）と徐々にではあるが改善

しつつある。今後、さらに上記の会議等
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規則に則り施行し、会計データは法人本部に集約

されるシステムになっている。 

○当初予算外の予算支出の場合は、法人本部と相談

し対応している。なお、予算執行については、限

られた予算内での執行のため適切か否かは現在

検証するシステムがない。法人本部と協議する課

題である。 

 

を含めて改善を加え、財政改善を図って

いく。 

○予算執行については、各月において各学

部・委員会等の執行度数を表にまとめ、

現況を把握し、健全な予算執行に努めて

いる。 

 

  
(4) 法人及び大学

の運営に関する業

務、教育研究活動

の支援、その他大

学運営に必要な事

務組織を設けてい

るか。また、その

事務組織は適切に

機能しているか。 

○大学運営に関わる適切な組織の構成と人

事配置 

・職員の採用及び昇格に関する諸規程の整 

備とその適切な運用状況 

・業務の多様化、専門化に対応する職員体 

制の整備 

・教学運営その他の大学運営における教員 

と職員の連携関係（教職協同） 

・人事考課に基づく、職員の適正な業務評価

と処遇改善 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

○本学の事務組織は総務課、学務課、学生・就職課、

入試広報センター、電子機器管理センター、宗教

部から構成され、計 24 名（教員兼任 1 名、パー

ト 1 名を含む）が所属している。事務長及び各課

長、センター長は管理職として課員を指導し、各

学部・学科・委員会の業務を適切に分担し本学の

教育研究活動が円滑に行われるよう業務遂行に

あたっている。 

○学部教授会等に事務長・各課長・センター長はオ

ブザーバーとして出席するなどして、教員と協働

して教学運営・大学運営に参画している。 

○現在、職員の年齢構成は 2 極化が進み、中堅層が

手薄のため事務運営に多少難もあるが、それ補う

人材として若手職員の育成に努めている。 

○現在、本学では教員を含めて人事考課に基づく適

切な業務評価のシステムがない。今後は、諸問題

を一つ一つ解決し、適切な処遇改善に努めるため

のシステムの構築が必要である。  

○事務組織に関しては、適材適所を念頭に

入れ配置しているが、プロパー養成など

のため配置転換が厳しい現状もある。ま

た、事務職員の専門的知識を深めるため

には、多くの職務を経験することが大事

である。このため数年ごとの配置転換も

必要であるが、現状としては大きな改善

に至っていないが、今後の課題である。 

○年々業務の多様化に伴い、職員の多忙化

が見られるが、健康維持管理のため積極

的に年次休暇等の取得を促進している。 

○「働き方改革」に伴う、年 5 日間の休暇

については、適切に執行されている。 

○職員の採用・昇給に関しては、法人本部

と大学が担当している。事務部としては、

職員の業績を適切に法人本部に上申し、

その評価がポスト等に反映されることを 

 お願いしているが、現段階では財政上の

課題があるためそのスピードは鈍い。今

後の課題である。 
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(5) 大学運営を適

切かつ効果的に行

うために、事務職

員及び教員の意欲

及び資質の向上を

図るための方策を

講じているか。 

○大学運営に必要なスタッフ・ディベロップ

メント（ＳＤ）の組織的な実施 

Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

○学長を委員長に各学部・大学院研究科の FD 委員

長、各学部の学生主任、学務課長をメンバーとし

て「大学 FD 委員会」がある。この委員会が主催

し大学全教職員が参加の SD・FD を実施し、大学

教育改革に取り組んでいる。 

○事務部では、毎年テーマを設定し SD（毎週月曜

日朝会にてスピーチ）を実施している。令和 3 

年度は、昨年度に引き続き職員一人ひとり異な

るテーマを設定して職務能力向上に努めてい

る。また、「大学 FD 委員会」が主催する研修会

に必ず出席し研鑽を積んでいる。 

○例年、若手職員の研修として、日本私立大学協

会東北支部事務研修会に 3 名程度参加させ、他

大学と課題を共有し問題解決能力を図っていた

が今年度もコロナ禍のため中止となった（ただ

し、書面での課題回答を各大学が提出し、事務

部として抱えている問題の共通理解を深めた）。   

    

  

○大学全体の FD・SD 研修は、「大学 FD 委員

会」が中心となり計画し、研鑽を積んで

いる。また、各学部は、「学部ＦＤ委員」

が計画・実施し、教育の資質向上に努め

ている。また、実施状況を冊子等にまと

め研修会の内容の検証を行っている。 

○今年度は、大学共通の FD・SD を本学講師

により計２回（認証評価への対応、学生

による授業評価）実施し、教職員共通理

解の下、研鑽を積んでいる。 

〇事務職員による研修会（IR における本学

の現状と課題について）を行い、研鑽を

積んでいる。 

〇高大連携による FD・SD 研修はコロナ禍の

ため中止となった。   

 

 

 

 

 

(6) 大学運営の適

切性について定期

的に点検・評価を

行っているか。ま

た、その結果をも

とに改善・向上に

向けた取り組みを

行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・

評価 

○監査プロセスの適切性 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 Ｓ 

○Ａ  

Ｂ 

Ｃ 

○定期的に、「新戦略会議」、「中長期目標企画会議」、

「経営改善実行会議」において、大学運営の適切

性について検証評価し、大学の健全運営の改善・

向上を図っている。また、「経営改善計画（平成

30 年度～34 年度（5 ヵ年）」、「第Ⅱ期中長期目標

実施計画（2020 年度～2022 年度）」を策定し点検

評価の根拠資料としている。 

○意思決定プロセスや権限・責任並びに法人本部と

大学、教学組織と事務部の関係等については規約

等で明確化している。  

○「経営改善計画（平成 30 年度～34 年度

（5 ヵ年）」、「第Ⅱ期中長期目標実施計画

（2020 年度～2022 年度）」における、目

標設定を確立するため、全教職員が努力

し取り組んでいる。年度毎の実施状況・

目標達成度合については、教職員共通理

解が図られ、明確になっている。 
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(2)財務 

点検・評価項目 評価の視点 評価 取組・達成状況 課題・改善方策 

(1) 教育研究を安

定して遂行するた

め、中・長期の財

政計画を適切に策

定しているか。 

○大学の将来を見据えた中・長期の計画等

に則した中・長期財政計画の策定 

＜私立大学＞ 

○当該大学の財務関係比率に関する指標

又は目標の設定 Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

〇教学:「弘前学院大学中長期目標実施計画」(第Ⅱ

期令和 2 年度～令和 4 年度)、財政:「学校法人弘

前学院経営改善計画」(平成 30 年度～令和 4 年

度)を策定済みである。 

〇「弘前学院経営改善計画」に基づき、毎年度、法

人全体の事業活動収支差額比率 2%～5%、経常収

支差額比率 4%以上を目標としている。 

令和 3 年度の事業活動収支差額比率は 0.0%とな

り、経常収支差額比率は-0.4%となった。 

〇法人の主要財務比率等は理事会・評議員会におい

て提示し、検討を加えている。 

 

〇法人の経営改善を推進するための「弘前

学院経営改善実行会議」により、経営改

善全体を牽引していく。 

〇一層の経営努力により、事業活動収支差

額比率、経常収支差額比率の改善を目指

す。 

 

 

 

 

 

 

(2) 研究活動を安

定して遂行するた

めに必要かつ十分

な財務基盤を確立

しているか。 

○大学の理念・目的及びそれに基づく将来

を見据えた計画等を実現するために必

要な財務基盤（又は予算配分） 

○教育研究活動の遂行と財政確保の両立

を図るための仕組み 

○外部資金（文部科学省科学研究費補助

金、寄付金、受託研究費、共同研究費等）

の獲得状況、資産運用等 

Ｓ 

Ａ 

○Ｂ  

Ｃ 

〇財務基盤、配分予算確立のため、人件費及び経費

の削減、学生生徒募集活動の強化を実施した。 

〇文部科学省科学研究費補助金の採択件数は新規

3 名・継続 6 名、採択金額は前年度比 4,021 千円

増の 11,275 千円(直接経費 9,162 千円・間接経費

2,113 千円)となった。 

〇競争的補助金獲得のための「補助金対策委員会」

により補助金獲得の取り組みを行っているが、獲

得に至っていない。今後更に大学の内部質保証を

一つ一つ改善し、補助金獲得を実現する。 

 

〇学生生徒確保のため、学内改革、募集対

策を引き続き強化する。 

〇人件費及び経費の削減に努める。 

〇文部科学省科学研究費補助金への積極的

な申請を更に促す。 

〇競争的補助金獲得のため、大学全教職員

の理解と協力のもと教育の質向上を目指

して、学内改革を進める。 

 

  

 

 

評価基準 

Ｓ：基準に照らして極めて良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り組みが卓越した水準にある。 

Ａ：基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り組みが概ね適切である。 

Ｂ：基準に照らして軽度な問題があり、理念・目的の実現に向けてさらなる努力が求められる。 

Ｃ：基準に照らして重度な問題があり、理念・目的の実現に向けて抜本的な改善が求められる。。 

 

 


